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第１章 策定にあたって 

 

１ プランの趣旨 

近年、少子化・高齢化の進行や、地域社会における人間関係の希薄化、価値観・ライ

フスタイルの多様化など、社会情勢が変化する中、活力ある社会を構築していくために

は、あらゆる分野において男女がともに自らの意思で参画し、お互いの人権が尊重され

た社会をつくることがますます重要になっています。 

本市では、市民一人ひとりが尊重され、男女にかかわらず個性と能力を十分発揮する

ことができる男女共同参画社会の実現を目指し、平成 27 年に「羽島市男女共同参画プラ

ン」を策定し、さまざまな施策を実施してきました。 

その間、国においては、社会全体で女性の活躍を支援する動きが拡大し、平成 27 年に

女性が職業生活において、その希望に応じて十分に能力を発揮し、活躍できる環境を整

備するため「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」が成

立しました。また、同年に国連においては、「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」

が採択され、その中で示された持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）1の 1つに「ジェンダー

平等を実現しよう」が掲げられ、本プランに関係が深い目標が盛り込まれるなど、女性

の地位の向上が世界的にも重要視されています。 

一方で、平成 30 年度に実施した「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査」の結果

をみると、未だ家事・育児・介護等の役割を女性が担っている割合が高く、固定的性別

役割分担意識やそれに基づく社会慣行は根強く残っている現状にあり、家庭生活、地域

社会、就業の場などさまざまな分野において、解決すべき多くの課題が存在しているこ

とが明らかになりました。 

このような状況の中、社会情勢の変化や市民意識調査の結果等を踏まえ、国や県の動

向を勘案し、令和 2 年度からの新たな「羽島市男女共同参画プラン」を策定し、市民、

議会及び市長等の協働のもとに総合的、計画的に取組みを推進しながら、より一層の男

女共同参画社会の実現を目指します。 

  

                        
1 持続的な開発目標（ＳＤＧｓ）：平成 27 年 9月の国連サミットにおいて採択された「持続可能な開発のための 2030 ア

ジェンダ」に記載の 2030 年までの国際目標。持続可能な世界を実現するための 17 の目標・169 のターゲットから構成

され、「地球上の誰一人として取り残さない」ことがうたわれている。 
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２ 男女共同参画を取り巻く近年の動き 

わが国における男女共同参画の取組みは、平成 27 年に閣議決定された「第 4次男女共

同参画基本計画」に基づき推進されています。 

岐阜県では、令和元年に「岐阜県男女共同参画計画（第 4 次）」が策定されています。 

 

【男女共同参画を取り巻く社会の動向】 

年 世界 国 岐阜県 羽島市 

昭和 50 年 

（1975 年） 

・国際婦人年（目標：平等、

発展、平和） 

・国際婦人年世界会議（メキ

シコシティ） 

・「世界行動計画」採択 

・婦人問題企画推進本部

設置 

・婦人問題企画推進会議

開催 

  

昭和 52 年 

（1977 年） 

国
連
婦
人
の
十
年 

 

・「国内行動計画」策定 

・「国立女性教育会館」設

置 

・婦人問題連絡会議設置  

昭和 54 年 

（1979 年） 

・国連第 34回総会「女

子差別撤廃条約」採

択 

・「女性差別撤廃条約」署

名 

・第Ⅰ期婦人問題懇話会 

設置 
 

昭和 55 年 

（1980 年） 

・「国連婦人の十年」中

間年世界会議（コペン

ハーゲン） 

・「国連婦人の十年後

半期行動プログラム」

採択 

   

昭和 56 年 

（1981 年） 
 

・「国内行動計画後期重点

目標」策定 
  

昭和 57 年 

（1982 年） 
  

・第Ⅱ期婦人問題懇話会

設置 
 

昭和 58 年 

（1983 年） 
  

・「婦人問題に関する県民

の意識調査」の実施 
 

昭和 59 年 

（1984 年） 
 ・「国籍法」の改正 

・第Ⅰ期婦人問題推進会

議設置 
 

昭和 60 年 

（1985 年） 

・「国連婦人の十年」ナ

イロビ世界会議 

・「婦人の地位向上の

ためのナイロビ将来戦

略」採択 

・「男女雇用機会均等法」

の公布 

・「女子差別撤廃条約」批

准 

  

昭和 61 年 

（1986 年） 
 

・婦人問題企画推進本部

拡充（構成を全省庁に拡

大） 

・婦人問題企画推進有識

者会議開催 

・「岐阜県婦人行動計画」

策定 

・第Ⅱ期婦人問題推進会

議設置 

 

昭和 62 年 

（1987 年） 
 ・「西暦 2000年に向けての 

新国内行動計画」策定 
  

平成元年 

（1989 年） 
  ・女性の世紀 21委員会設

置 
 

平成 2年 

（1990 年） 

・国連婦人の地位委員会拡

大会期 

・国連経済社会理事会「婦

人の地位向上のためのナ

イロビ将来戦略に関する第

1回見直しと評価に伴う勧

告及び結論」採択 

   

平成 3年 

（1991 年） 
 ・「育児休業法」の公布 

・「調査研究報告書」（女性

の世紀 21委員会） 
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年 世界 国 岐阜県 羽島市 

平成 4年 

（1992 年） 
  

・どう変わればいい女性と

男性県民意識調査」実施 
 

平成 5年 

（1993 年） 
  

・「男女共同参画型社会を

めざしての提言」（女性の

世紀 21委員会） 

 

平成 6年 

（1994 年） 
 

・男女共同参画室・男女共 

同参画審議会（政令）・男 

女共同参画推進本部設

置 

・「女と男のはぁもにぃプラ

ン－ぎふ女性行動計画

－」策定 

・岐阜県男女共同参画社

会づくり推進本部設置 

 

平成 7年 

（1995 年） 

・第 4回世界女性会議－平

等、開発、平和のための行

動（北京） 

・「北京宣言及び行動綱領」

採択 

・「育児休業法」の改正（介

護休業制度の法制化） 
  

平成 8年 

（1996 年） 
 

・男女共同参画推進連携

会議（えがりてネットワー

ク）発足 

・「男女共同参画 2000年

プラン」策定 

  

平成 9年 

（1997 年） 
 

・男女共同参画審議会設

置（法律） 

・「男女雇用機会均等法」

改正 

・「介護保険法」公布 

・「男女共同参画に関する

県民意識調査」実施 
 

平成 10 年 

（1998 年） 
  

・「第 3次ぎふ女性行動計

画への提言」（女性の世

紀 21委員会） 

 

平成 11 年 

（1999 年） 
 

・「男女共同参画社会基本 

法」公布、施行 

・「食料・農業・農村基本

法」公布、施行 

・「ぎふ男女共同参画プラ

ン」策定 

・「羽島市男女共同参画懇

話会」 

・「羽島市男女共同参画推

進会議」設置 

・「羽島市男女共同参画に

関する市民意識調査」実

施 

平成 12 年 

（2000 年） 

・国連特別総会「女性 2000

年会議」（ニューヨーク） 

・「ミレニアム開発目標

（MDGs）」設定 

・「男女共同参画基本計

画」閣議決定 

・「女性に対する暴力に関

する調査」実施 
 

平成 13 年 

（2001 年） 
 

・男女共同参画会議設置 

・男女共同参画局設置 

・「配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護に

関する法律」施行 

・第 1回男女共同参画週

間 

・「仕事と子育ての両立支

援策の方針について」閣

議決定 

 
・「羽島市男女共同参画プ

ラン（～平成 16年度）」策

定 

平成 14 年 

（2002 年） 
 ・アフガニスタンの女性支

援に関する懇談会開催 

・「ぎふ男女共同参画プラ

ン」一部改訂 

・「男女共同参画に関する

県民意識調査」実施 
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年 世界 国 岐阜県 羽島市 

平成 15 年 

（2003 年） 
 

・「女性のチャレンジ支援

策の推進について」男女

共同参画推進本部決定 

・「少子化社会対策基本

法」公布、施行 

・「次世代育成支援対策推

進法」公布、施行 

・「岐阜県男女が平等に人

として尊重される男女共

同参画社会づくり条例」公

布、施行 

 

平成 16 年 

（2004 年） 
 

・「女性国家公務員の採

用・登用の拡大等につい

て」男女共同参画推進本

部決定 

・「配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護に

関する法律」改正 

・岐阜県男女共同参画二

十一世紀審議会設置 

・「岐阜県男女共同参画計

画」策定 

 

平成 17 年 

（2005 年） 

・国連「北京＋10」閣僚級会

合（ニューヨーク） 

・「男女共同参画基本計画

（第 2次）」閣議決定 

・「女性の再チャレンジ支

援プラン」策定 

 
・「羽島市男女共同参画プ

ラン（～平成 21年度）」策

定 

平成 18 年 

（2006 年） 
 

・「国の審議会等における

女性委員の登用の促進

について」男女共同参画

推進本部決定 

・「男女雇用機会均等法」

改正 

・東アジア男女共同参画担

当大臣会合開催 

・「女性の再チャレンジ支

援プラン」改定 

・「岐阜県配偶者からの暴

力の防止及び被害者の

保護に関する基本計画」

策定 

・男女共同参画ふれあいサ

ロンを男女共同参画プラ

ザに改称 

 

平成 19 年 

（2007 年） 
 

・「配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護に

関する法律」改正 

・「短時間労働者の雇用管

理の改善等の関する法

律」改正 

・「子どもと家族を応援する

日本」重点戦略取りまとめ 

・「仕事と生活の調和（ワー

ク・ライフ・バランス）憲章」

及び「仕事と生活の調和

推進のための行動指針」

策定 

・「男女共同参画に関する

県民意識調査」実施 
 

平成 20 年 

（2008 年） 
 

・「女性の参画加速プログ

ラム」男女共同参画推進

本部決定 

  

平成 21 年 

（2009 年） 
 

・男女共同参画シンボルマ

ーク決定 

・「育児・介護休業法」改正 

・「岐阜県男女共同参画計

画（第 2次）」策定 

・「岐阜県配偶者からの暴

力の防止及び被害者の

保護に関する基本計画

（第 2次）」策定 
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年 世界 国 岐阜県 羽島市 

平成 22 年 

（2010 年） 

・国連「北京＋15」記念会合

（ニューヨーク） 

・APEC第 15回女性リーダ

ーズネットワーク（WLN）会

合 

・第 8回男女共同参画担

当者ネットワーク（GFPN）会

合 

・「仕事と生活の調和（ワー

ク・ライフ・バランス）憲章」

及び「仕事と生活の調和

推進のための行動指針」

改定 

・「第 3次男女共同参画基

本計画」閣議決定 

 
・「羽島市男女共同参画プ

ラン（～平成 26年度）」策

定 

平成 23 年 

（2011 年） 
・UN Women正式発足    

平成 24 年 

（2012 年） 

・第 56回国連女性の地位

委員会「自然災害における

ジェンダー平等と女性のエ

ンパワーメント」決議案採択 

・「女性の活躍促進による

経済活性化」行動計画」

策定 

・「男女共同参画に関する

県民意識調査」実施 
 

平成 25 年 

（2013 年） 
 

・若者・女性活躍推進フォ

ーラムの開催、提言 

・「配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護等

に関する法律」改正（平成

26年 1月施行） 

・「日本再興戦略」（平成 25

年 6月 14日閣議決定）

の中核に「女性の活躍推

進」を位置づけ 

 
・「羽島市男女共同参画に

関する市民意識調査」実

施 

平成 26 年 

（2014 年） 

・第 58回国連女性の地位

委員会「自然災害における

ジェンダー平等と女性のエ

ンパワーメント」決議案採択 

・「日本再興戦略」改訂

2014（平成 26年 6月 24

日閣議決定）に「『女性が

輝く社会』の実現」を記載 

・女性が輝く社会に向けた

国際シンポジウム

（WAW!Tokyo2014）開催 

・「岐阜県男女共同参画計

画（第 3次）」策定 

・「岐阜県配偶者からの暴

力の防止及び被害者の

保護に関する基本計画

（第 3次）」策定 

 

平成 27 年 

（2015 年） 

・国連「北京＋20」記念会合

（第 59回国連婦人の地位

委員会（ニューヨーク）） 

・第 3回国連防災世界会議

（仙台）「仙台防災枠組」採

択 

・「持続可能な開発のための

2030アジェンダ（SDGs）」採

択 

・「女性の活躍加速のため

の重点方針 2015」策定 

・「女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する法

律」公布 

・「第 4次男女共同参画基

本計画」閣議決定 

 
・「羽島市男女共同参画プ

ラン（～令和元年度）」策

定 

平成 28 年 

（2016 年） 

・G7伊勢志摩サミットにて

「女性の能力開花のための

G7行動指針」の取りまとめ 

・「育児・介護休業法及び

男女雇用機会均等法」等

の改正 

・「清流の国ぎふ女性活躍

推進計画」策定 
 

平成 29 年 

（2017 年） 
    

平成 30 年 

（2018 年） 
 

・「政治分野における男女

共同参画に関する法律」

公布、施行 

 
・「羽島市男女共同参画に

関する市民意識調査」実

施 

令和元年 

（2019 年） 
 

・「女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する法

律」等改正 

・「岐阜県男女共同参画計

画（第 4次）」策定 

・「岐阜県配偶者からの暴

力の防止及び被害者の

保護に関する基本計画

（第 4次）」策定 
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羽島市男女共同参画プラン 

 

持続可能な開発のための 2030 アジェンダ 

（ＳＤＧs） 

３ プランの位置づけ 

本プランは、「羽島市第六次総合計画」を上位計画とする分野別計画です。 

また、本プランは、「男女共同参画社会基本法2」第 14 条第 3項に規定されている「市

町村男女共同参画計画」として位置づけるとともに、「女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律（女性活躍推進法）」第 6条第 2項に基づく「羽島市女性活躍推進計画」、

「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ3防止法）」第 2 条の

3第 3項に基づく「羽島市ＤＶ防止対策基本計画」を包含したプランとして策定します。 

 

■他計画と連携のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                

 

  

                        
2 男女共同参画社会基本法：男女が互いに人権を尊重しつつ、責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能

力を十分に発揮できる男女共同参画社会の実現を 21 世紀の日本社会の最重要課題とし、その基本理念と施策の方向を

定めた法律。 
3 ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）：配偶者（事実婚、別居を含む）やパートナーなど親密な関係にある人から振

るわれる暴力のことをいう。暴力には殴る蹴るなどの暴力のみならず、威嚇する、生活費を渡さない、仕事につかせ

ない、性行為の強要、外出や交友関係を制限して孤立させるといった精神的な苦痛や経済的な抑圧なども含まれる。 

羽島市ＤＶ防止対策基本計画 

第 4次男女共同参画基本計画（国） 

羽島市第六次総合計画 

 

女性の職業生活における活躍の推進に関す

る法律（国） 

岐阜県男女共同参画計画（第 4次）（県） 

清流の国ぎふ女性の活躍推進計画（県） 

羽島市女性活躍推進計画 

岐阜県配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護等に関する基本計画（第 4次）

（県） 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

等に関する法律（国） 
【市役所内部の体制に関する計画】 

・女性職員の活躍の推進に関する 

特定事業主行動計画 

（関連計画） 
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・本市の課題等の抽出 

・関係各課との調整 

・必要な施策の検討 

・指標の設定 

４ プランの期間 

本プランの期間は、令和 2 年度から令和 6 年度までの 5 年間とします。ただし、国内

外の動向や社会経済情勢の変化に対応し、適切な施策の推進を図るため、必要に応じて

見直しを行います。 

 

平成 30年度 

（2018年度） 

令和元年度 

（2019年度） 

令和 2年度 

（2020年度） 

令和 3年度 

（2021年度） 

令和 4年度 

（2022年度） 

令和 5年度 

（2023年度） 

令和 6年度 

（2024年度） 

       

       

 

５ プランの策定体制 

本プランは、市民や有識者で構成する「羽島市男女共同参画懇話会」、市の部長級職員

で構成する「羽島市男女共同参画推進会議」及び市の課長級職員で構成する「羽島市男

女共同参画推進会議研究部会」が中心となり検討を行いました。 

また、本プランは、市民意識調査やパブリックコメントの実施など、各種の市民参画

の過程を経て策定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

羽島市男女共同参画プラン（新プラン） 

現行プラン 

市民意識調査（平成 30 年度） 

パブリックコメント 

 
羽島市男女共同参画プラン 

 

羽島市男女共同参画懇話会 
羽島市男女共同参画推進会議研究部会 

 羽島市男女共同参画推進会議 
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第２章 羽島市の現状 

 

１ 統計資料からみる現状 

（１）人口・世帯 

本市の人口は、減少傾向にあり、平成 31 年には 67,700 人となっています。（図表 1） 

 

図表 1 男女別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：羽島市市民課（各年 4月 1日現在） 
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平成 31 年の年齢 3 区分別人口構成比は、年少人口（15 歳未満）が 13.1％、生産年齢

人口（15～64 歳）が 59.8％といずれも減少している一方、老年人口（65 歳以上）が 27.0％

と増加していることから、今後さらに少子化・高齢化が進むことが予想されます。 

（図表 2） 

また、年齢別人口（男女別）は、55 歳以上ではすべての階級で男性よりも女性の方が

多くなっています。（図表 3） 

 

図表 2 年齢 3区分別人口構成比と人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：羽島市市民課（各年 4月 1日現在） 

 

図表 3 年齢別人口（男女別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：羽島市市民課（平成 31 年 4月 1日現在） 
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（65歳以上）
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平成22年 10,373 44,591 14,134 69,098

23年 10,271 44,363 14,376 69,010

24年 10,144 43,914 14,789 68,847

25年 9,954 43,075 15,553 68,582

26年 9,856 42,543 16,211 68,610

27年 9,680 42,075 16,832 68,587

28年 9,504 41,543 17,345 68,392

29年 9,287 41,313 17,728 68,328

30年 9,097 40,780 18,052 67,929

31年 8,895 40,514 18,291 67,700
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外国人登録人口は、平成 26 年以降増加傾向にあり、平成 31 年には 1,189 人で総人口

に占める割合は 1.76％となっています。（図表 4） 

 

図表 4 外国人登録人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：羽島市市民課（各年 4月 1日現在） 

 

世帯数は、平成 22 年以降 10 年間で約 2,300 世帯増加しており、平成 31 年には 26,358

世帯となっています。（図表 5） 

 

図表 5 世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：羽島市市民課（各年 4月 1日現在） 
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本市の世帯構成は、全国、県と比較して核家族世帯が多く、単独世帯（世帯人員が 1

人の世帯）が少なくなっています。（図表 6） 

しかし、本市の単独世帯は、増加傾向にあり、今後も増加していくことが予想されま

す。（図表 7） 

 

図表 6 世帯構成比の全国、県比較  図表 7 世帯構成比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査（平成 27 年）    資料：国勢調査（各年） 

 

 

一方、高齢単身世帯（65 歳以上の 1人のみの世帯）、高齢夫婦世帯（夫 65 歳以上、妻

60 歳以上の夫婦 1 組のみの世帯）も増加しており、平成 17 年と比べて約 2 倍となって

います。（図表 8） 

また、高齢単身世帯は女性の占める割合が高くなっています。（図表 9） 

 

図表 8 高齢者世帯の推移   図表 9 高齢単身世帯の男女比 

  

 

 

 

 

 

 

 
       資料：国勢調査（各年） 

 

 

 

資料：国勢調査（各年） 
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ひとり親世帯は、母子・父子世帯ともに増加傾向にあり、平成 27 年には母子世帯が

349 世帯、父子世帯が 45 世帯となっています。（図表 10） 

 

図表 10 ひとり親世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査（各年） 

 

 

（２）婚姻・離婚・出産 

婚姻件数は、減少傾向にあり、平成 30 年度は 247 件となっています。（図表 11） 

離婚件数は、概ね横ばいで、平成 30 年度は 109 件となっています。（図表 12） 

 

図表 11 婚姻件数の推移    図表 12 離婚件数の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 
資料：羽島市市民課     資料：羽島市市民課  
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出生数は、減少傾向にあり、昭和 48 年度の 1,066 人と比較すると、平成 30 年度は 435

人で半数以下になっており、大きく減少しています。（図表 13） 

 

図表 13 出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：羽島市市民課 

 

合計特殊出生率4は、平成 29 年には 1.38 となっており、全国、県よりも低くなってい

ます。（図表 14） 

 

図表 14 合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：岐阜県「岐阜地域の公衆衛生」 

  

                        
4 合計特殊出生率：15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率の合計で、１人の女性が一生の間に産む平均子ども数を

表す。 
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父母の第 1子出生時の平均年齢は、平成 29 年には父は 32.7 歳、母は 29.8 歳となって

います。父母ともに平成 20 年と比較すると、上昇傾向にあり、晩産化が進んでいます。

（図表 15） 

 

図表 15 父母の第１子出生時の平均年齢の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：岐阜県「衛生年報」 

 

（３）福祉 

障害者手帳の交付数は、概ね横ばいで、平成 30 年度は身体障害者手帳が 2,358 人、療

育手帳が 613 人、精神障害者手帳が 496 人となっています。（図表 16） 

介護保険における認定率（65 歳以上の被保険者に占める要支援・要介護認定者の割合）

は、増加傾向にあり、平成 31 年には 15.5％となっています。（図表 17） 

 

図表 16 障害者手帳の交付数の推移  図表 17 介護保険における認定率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：羽島市福祉課          資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」 

              （各年 4月末日現在） 
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（４）就業 

女性就業者数は、第 1次・第 2次産業ともに減少傾向にあり、平成 27 年には第 1次産

業は 275 人、第 2 次産業は 2,850 人となっています。一方、第 3 次産業は増加傾向にあ

り、平成 27 年には 10,767 人となっています。（図表 18） 

また、県においては、本市と同様に、第 1 次・第 2 次産業が減少傾向、第 3 次産業が

増加傾向にあります。（図表 19） 

 

図表 18 本市の女性就業者数の推移    図表 19 岐阜県の女性就業者数の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査（各年）                資料：国勢調査（各年） 

 

 

女性の年齢階級別就業率5は、増加傾向にあります。 

また、出産、育児期に就労を離れる女性が減少しており、30 歳代を底とするＭ字カー

ブ6は徐々に浅くなりつつあります。（図表 20） 

 

図表 20 女性の年齢階級（5歳階級）別就業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査（各年）  

                        
5 就業率：15 歳以上人口に占める就業者の割合 
6 Ｍ字カーブ：日本における女性の年齢階級別労働力をグラフで表したときに描かれるＭ字型のカーブ（曲線）をい

う。出産・育児期にあたる 30 歳代で就業率が落ち込み、子育てが一段落した後に再就職する人が多いことを反映して

いる。 
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男性の育児休業取得率（全国）は、増加傾向にある一方、平成 30 年度はわずか 6.16％

となっています。（図表 21） 

 

図表 21 男性の育児休業取得率（全国）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：厚生労働省「雇用均等基本調査」 
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（５）社会活動 

本市の審議会等女性登用率は、平成 26 年以降増加しており、平成 31 年には 29.5％と

なっています。 

一方、本市は県に比べ低い水準で推移しています。（図表 22、図表 23） 

 

図表 22 審議会等女性登用率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：内閣府男女共同参画局「内閣府男女共同参画局地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する

施策の進捗状況調べ」（各年 4月 1日現在） 

 

 

図表 23 本市の審議会等女性登用率の推移 
 

平成 

21 年 

 

22 年 

 

23 年 

 

24 年 

 

25 年 

 

26 年 

 

27 年 

 

28 年 

 

29 年 

 

30 年 

 

31 年 

審議会等数 76 78 78 78 78 84 71 74 74 74 72 

うち女性委員を含む

審議会等数 
49 51 51 48 47 50 56 63 65 64 64 

委員総数（人） 1,049 1,056 1,055 1,057 1,030 1,070 1,126 1,162 1,141 1,139 1,105 

うち女性委員数（人） 267 263 250 252 246 249 283 329 324 328 326 

審議会等委員総数に 

占める女性比率（％） 
25.5 24.9 23.7 23.8 23.9 23.3 25.1 28.3 28.4 28.8 29.5 

資料：羽島市市民協働課（各年 4月 1日現在） 

  

25.5%

24.9%
23.7% 23.8% 23.9%

23.3%

25.1%

28.3% 28.4% 28.8%
29.5%

28.2%

32.1%

34.7% 35.1% 35.0%

33.5%

36.7% 36.9%

40.1% 40.2%
41.1%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

平成21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 31年

羽島市 岐阜県



 

● 18 ● 

（６）男女間における暴力の状況 

配偶者暴力相談件数は、平成 30 年度で 12 件となっています。（図表 24） 

ＤＶの相談件数（全国）は、平成 26 年度以降 10 万件を超えており、女性の相談が大

半を占めています。（図表 25） 

 

図表 24 配偶者暴力相談件数の推移     図表 25 ＤＶの相談件数（全国）の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 
資料：羽島市子育て・健幸課            資料：内閣府「配偶者暴力相談支援センターにおける配偶者 

                         からの暴力が関係する相談件数等の結果について」 

 

 

配偶者からの被害の経験（全国）は、「被害の経験があった」女性が約 3割を占め、男

性より女性の方が被害の経験は多くなっています。（図表 26） 

 

図表 26 配偶者からの被害の経験（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：内閣府「男女間における暴力に関する報告書」（平成 29 年度） 

 

  

9.7

13.8

4.8

16.4

17.5

15.1

72.3

66.9

78.9

1.5

1.8

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数

女性

男性

何度もあった １、２度あった まったくない 無回答

23

15

53

14 12

0

20

40

60

平成26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

（件）

98,384 101,339 109,171 104,716 104,082

1,577 1,624
2,001 1,651 2,028

99,961 102,963
111,172 106,367 106,110

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

平成25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

女性 男性

（件）
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２ アンケート調査からみる現状 

（１）男女の地位の平等感 

男女の地位の平等感については、「家庭生活」、「職場」、「社会通念・慣習・しきたり」、

「政治の場」をはじめ、さまざまな分野を総合的にみた「社会全体として」では『男性

優遇』の割合が高くなっています。 

また、「社会通念・慣習・しきたり」、「政治の場」では、7割以上が『男性優遇』を感

じています。（図表 27） 

 

図表 27 男女の地位の平等感 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 30 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査」 

平成 25 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査（前回調査）」 

  

N =

今回 374

（前回） 499

今回 374

（前回） 499

今回 374

（前回） 499

今回 374

（前回） 499

今回 374

（前回） 499

今回 374

（前回） 499

今回 374

（前回） 499

今回 374

（前回） 499

⑦政治の場

⑧社会全体として

⑥社会通念・慣習・しきたり

①家庭生活

②職場

③地域活動の場

④学校教育の場

⑤法律や制度の上

10.2

12.4

9.9

12.2

3.5

6.4

0.8

3.4

5.3

5.6

18.7

15.6

28.6

19.4

11.2

9.6

40.6

39.5

40.9

43.7

32.9

29.5

15.5

12.6

38.2

29.7

53.7

52.5

47.3

47.1

60.4

57.1

34.8

31.1

25.7

23.8

33.7

35.1

53.5

54.3

31.6

38.5

13.4

15.2

12.3

17.4

13.4

16.8

4.3

5.8

9.1

7.2

9.1

7.8

5.3

3.0

6.7

6.6

4.3

3.6

1.6

1.2

5.1

4.2

1.9

2.2

1.1

1.4

1.3

1.2

1.1

1.0

1.3

1.4

0.8

0.4

0.2

0.5

0.8

6.1

6.6

10.7

8.4

17.1

17.4

21.9

22.0

14.7

15.4

6.4

10.2

8.6

11.8

7.8

9.0

2.1

2.4

2.7

3.2

2.4

2.6

1.9

3.6

2.1

2.8

2.7

2.4

1.6

2.8

1.6

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性の方が非常に優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等である どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が非常に優遇されている わからない

無回答
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（２）性別による男女の役割 

性別による男女の役割については、全体でみると、「男女とも仕事をするが、家事・育

児・介護の役割も分かち合うのがよい」が 82.4％と最も高くなっています。 

性別でみると、女性の 87.5％に対して、男性は 76.0％と女性より 11.5 ポイント低く

なっています。 

年齢別でみると、40 代で「『男は仕事、女は家庭』がよい」が 10.6％と他の年代に比

べ高くなっています。（図表 28） 

 

図表 28 性別による男女の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 30 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査」 

  

N =

全体 374

【性別】

女性 216

男性 154

【年齢別】

20歳未満 9

20歳～29歳 42

30歳～39歳 44

40歳～49歳 94

50歳～59歳 70

60歳～69歳 111

5.9

4.2

8.4

2.4

4.5

10.6

4.3

5.4

5.3

3.7

7.8

4.8

4.5

5.3

4.3

7.2

82.4

87.5

76.0

100.0

92.9

81.8

76.6

85.7

81.1

0.3

0.5

2.3

4.3

3.2

5.2

4.5

6.4

5.7

2.7

1.9

0.9

2.6

2.3

1.1

3.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

「男は仕事、女は家庭」がよい

男女とも仕事をするが、家事・育児・介護は女性の役割である

男女とも仕事をするが、家事・育児・介護の役割も分かち合うのがよい

「女は仕事、男は家庭」がよい

その他

無回答
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（３）LGBT（性的少数者）の認知度 

ＬＧＢＴ7（性的少数者）の認知度については、全体でみると、「内容を知っていた」が

約 3割となっています。 

性別でみると、男性よりも女性の方が認知度は高くなっています。（図表 29） 

 

図表 29 ＬＧＢＴ（性的少数者）の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 30 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査」 

 

  

                        
7 ＬＧＢＴ（性的少数者）：「Lesbian」(レズビアン、女性同性愛者)、「Gay」(ゲイ、男性同性愛者)、「Bisexual」(バイ

セクシュアル、両性愛者)、「Transgender」(トランスジェンダー、出生時に診断された性と自認する性の不一致)の頭文

字をとり、セクシュアル・マイノリティー(性的少数者)の一部の人々を指した総称。 

N =

全体 374

【性別】

女性 216

男性 154

【年齢別】

20歳未満 9

20歳～29歳 42

30歳～39歳 44

40歳～49歳 94

50歳～59歳 70

60歳～69歳 111

35.6

38.4

32.5

33.3

38.1

43.2

38.3

44.3

25.2

27.0

26.9

27.3

44.4

23.8

11.4

20.2

22.9

41.4

35.3

33.3

37.7

22.2

35.7

45.5

40.4

31.4

29.7

2.1

1.4

2.6

2.4

1.1

1.4

3.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

内容を知っていた 内容は知らなかったが、聞いたことはあった 知らなかった 無回答
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（４）地域活動の場における男女の地位の平等感 

地域活動の場における男女の地位の平等感については、全体でみると、『男性優遇』が

最も高くなっています。 

性別でみると、女性は『男性優遇』が最も高い一方、男性は「平等である」が最も高

くなっています。 

年齢別でみると、30 代以下では「平等である」が最も高く、40 代以降は『男性優遇』

が最も高くなっています。 

また、「平等である」について本市は、全国、県よりも低くなっています。（図表 30） 

 

図表 30 地域活動の場における男女の地位の平等感 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：平成 30 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査」 

平成 25 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査（前回調査）」 

平成 29 年度「岐阜県男女共同参画に関する県民意識調査」 

内閣府「平成 28 年度男女共同参画社会に関する世論調査」  

N =

全体 374

【性別】

女性 216

男性 154

【年齢別】

20歳未満 9

20歳～29歳 42

30歳～39歳 44

40歳～49歳 94

50歳～59歳 70

60歳～69歳 111

【比較】

全国調査 3,059

岐阜県調査 695

羽島市（前回） 499

3.5

3.7

3.2

4.3

5.7

4.5

6.8

5.5

6.4

32.9

37.0

27.9

33.3

16.7

34.1

34.0

34.3

37.8

26.7

33.1

29.5

33.7

28.7

41.6

33.3

33.3

40.9

27.7

32.9

37.8

47.2

37.4

35.1

9.1

7.4

11.7

16.7

9.1

9.6

11.4

5.4

10.5

6.6

7.8

1.3

0.9

1.9

11.1

2.3

1.1

2.9

1.3

0.3

1.2

17.1

20.4

13.0

22.2

33.3

13.6

21.3

11.4

12.6

7.5

14.8

17.4

2.4

1.9

0.6

2.1

1.4

1.8

2.3

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性の方が非常に優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等である どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が非常に優遇されている わからない

無回答
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（５）地域における男女不平等 

地域における男女不平等については、前回調査と比較すると、「役員選挙や運営に不平

等がある」、「地域の行事に性別によって参加できないものがある」、「会議などで女性が

意見を言いにくい」、「女性のみが裏方を担当する」がそれぞれ増加しています。（図表 31） 

 

図表 31 地域における男女不平等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 30 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査」 

平成 25 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査（前回調査）」 

 

  

【今回調査】 【前回調査】

役員選挙や運営に男女不
平等な扱いがある

地域の行事に性別によっ
て参加できないものがある

会議などで女性が意見を
言いにくい

女性のみが裏方（例：お茶
くみや準備・片付け等）を担

当する

男女不平等はない

9.9

5.1

14.4

25.9

42.0

7.9

4.2

17.6

28.7

38.4

13.0

6.5

10.4

22.7

46.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 N=374

女性 N=216

男性 N=154

6.8

4.0

12.6

16.4

49.1

7.0

2.8

14.4

19.4

46.5

6.7

4.8

10.5

12.9

53.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 N=499

女性 N=284

男性 N=210
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（６）防災・災害復興活動に必要な取組み 

防災・災害復興活動に必要な取組みについては、全体・性別でみると、「男女別のトイ

レ、更衣室やプライバシーの確保など、性別に配慮した避難所運営をすること」が最も

高く、次いで、「男女のニーズに配慮して、物資を備蓄するとともに、子育て家庭、介護

者、障がい者等の視点も入れること」が高くなっています。（図表 32） 

 

図表 32 防災・災害復興活動に必要な取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 30 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査」 

 

  

男女別のトイレ、更衣室やプライバシーの確保
など、性別に配慮した避難所運営をすること

男女のニーズに配慮して、物資を備蓄するとと
もに、子育て家庭、介護者、障がい者等の視点
も入れること

女性の意見を反映させやすいよう、避難場所運
営責任者に女性を入れること

自主防災組織への女性の参画を促進すること

防災会議に女性の参画を拡大すること

男女の性別に関わらず、日頃からのコミュニ
ケーション・地域でのつながりを大切にすること

78.1

61.5

36.1

7.2

11.5

47.1

81.5

65.7

35.2

5.6

8.8

44.9

74.7

56.5

38.3

9.7

15.6

50.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 N=374

女性 N=216

男性 N=154
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（７）職場での男女の地位の平等感 

職場での男女の地位の平等感については、全体・性別・年齢別でみると、いずれも『男

性優遇』が最も高くなっています。 

また、「平等である」について本市は、全国、県よりも低くなっています。（図表 33） 

 

図表 33 職場での男女の地位の平等感 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 30 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査」 

平成 25 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査（前回調査）」 

平成 29 年度「岐阜県男女共同参画に関する県民意識調査」 

内閣府「平成 28 年度男女共同参画社会に関する世論調査」 

  

N =

全体 374

【性別】

女性 216

男性 154

【年齢別】

20歳未満 9

20歳～29歳 42

30歳～39歳 44

40歳～49歳 94

50歳～59歳 70

60歳～69歳 111

【比較】

全国調査 3,059

岐阜県調査 695

羽島市（前回） 499

9.9

11.6

7.8

4.8

4.5

17.0

14.3

6.3

15.1

12.2

12.2

40.9

42.1

40.3

33.3

40.5

43.2

36.2

42.9

45.0

41.5

43.6

43.7

25.7

22.7

30.5

11.1

28.6

36.4

21.3

24.3

27.0

29.7

27.1

23.8

9.1

7.9

11.0

22.2

7.1

13.6

11.7

8.6

5.4

4.1

7.2

7.2

1.1

0.5

1.9

2.4

2.1

0.9

0.6

1.2

1.4

10.7

13.4

7.1

33.3

16.7

2.3

9.6

10.0

11.7

9.0

6.8

8.4

2.7

1.9

1.3

2.1

3.6

2.0

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性の方が非常に優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等である どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が非常に優遇されている わからない

無回答
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（８）女性が活躍できる職場環境 

女性が活躍できる職場環境については、全体・性別でみると、いずれも「子育て・介

護との両立に職場の支援制度が整っていること」が最も高く、次いで、「長時間労働の必

要がないことや、勤務時間が柔軟であること」、「上司や同僚が、女性が働くことに理解

があること」が高くなっています。（図表 34） 

 

図表 34 女性が活躍できる職場環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：平成 30 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査」 

  

子育て・介護との両立に職場の支援制度が
整っていること

上司や同僚が、女性が働くことに理解がある
こと

長時間労働の必要がないことや、勤務時間
が柔軟であること

仕事が適正に評価されること

仕事の内容にやりがいがあること

女性に対する教育訓練の機会が多くあること

職場のトップが女性の活躍の促進に積極的
であること

身近に活躍している女性（ロールモデル）が
いること

病気になっても働き続けられること

76.7

43.6

53.7

26.2

18.4

4.0

15.8

3.2

16.0

75.0

40.7

56.9

27.8

19.9

3.7

14.4

3.7

17.6

79.2

48.1

48.7

24.7

16.9

4.5

18.2

2.6

14.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 N=374

女性 N=216

男性 N=154



 

● 27 ● 

（９）女性が離職せず働き続けるために必要なこと 

女性が離職せず働き続けるために必要なことについては、全体・性別でみると、いず

れも「保育施設等の子どもを預けられる環境の整備」が最も高く、次いで「職場におけ

る子育てや介護との両立支援制度の充実」が高くなっています。（図表 35） 

 

図表 35 女性が離職せず働き続けるために必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 30 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査」 

 

  

保育施設等の子どもを預けられる
環境の整備

職場における子育てや介護との両
立支援制度の充実

男性の家事参加への理解、意識
改革

介護支援サービスの充実

家事・子育て支援サービスの充実

女性が働き続けることへの周囲の
理解、意識改革

短時間勤務制度や在宅勤務制度
などの導入

男女双方の長時間労働の改善を
含めた働き方改革

子育てや介護による仕事への制約
を理由とした昇進などへの不利益
な取扱いの禁止

63.9

47.3

28.1

11.0

23.3

31.6

29.7

17.4

9.4

62.5

50.9

28.7

10.2

20.4

33.8

33.8

18.1

9.7

66.9

42.2

27.9

12.3

27.3

28.6

24.0

16.2

9.1

0% 20% 40% 60% 80%

全体 N=374

女性 N=216

男性 N=154

63.9

47.3

28.1

11.0

23.3

31.6

29.7

17.4

9.4

62.5

50.9

28.7

10.2

20.4

33.8

33.8

18.1

9.7

66.9

42.2

27.9

12.3

27.3

28.6

24.0

16.2

9.1

0% 20% 40% 60% 80%

全体 N=374

女性 N=216

男性 N=154
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（10）育児・介護休業を取得しづらい理由 

育児や介護で休みを取得しづらい理由については、全体でみると、「取得後の職場復帰

への不安がある」が最も高くなっています。 

性別でみると、女性は「取得後の職場復帰への不安がある」、男性は「仕事の量や責任

が大きい」が 5割以上となっています。（図表 36） 

 

図表 36 育児・介護休業を取得しづらい理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 30 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査」 

  

職場の理解が得られない

昇進や昇給に影響する恐れがある

取得後の職場復帰への不安がある

仕事の量や責任が大きい

休業補償が十分ではなく、家計に影響する

自分自身の気持ち（前例がない、恥ずかしい、
プライドが邪魔するなど）

43.6

26.7

46.5

42.8

43.6

20.6

42.6

23.6

53.2

35.6

44.0

18.5

46.1

31.8

38.3

52.6

44.2

24.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

全体 N=374

女性 N=216

男性 N=154
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（11）家事・育児・介護に関わる時間 

家事・育児・介護に関わる時間については、平日で男性は 1 時間未満が約 8 割となっ

ており、特に本市においては、県に比べて男性が家事・育児・介護に全く携わらない人

の割合が高くなっています。（図表 37、図表 38） 

 

図表 37 家事・育児・介護に関わる時間【平日】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

資料：平成 30 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査」 

 

 

図表 38 家事・育児・介護に関わる時間【平日】（県調査との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：平成 29 年度「岐阜県男女共同参画に関する県民意識調査報告書」 

 

N =

全体 374

【性別】

女性 216

男性 154

【年齢別】

20歳未満 9

20歳～29歳 42

30歳～39歳 44

40歳～49歳 94

50歳～59歳 70

60歳～69歳 111

16.0

7.9

26.6

33.3

47.6

9.1

11.7

11.4

10.8

18.2

8.3

31.8

44.4

26.2

13.6

14.9

17.1

18.0

14.7

8.8

23.4

22.2

4.8

15.9

14.9

17.1

16.2

23.3

32.4

11.0

7.1

18.2

19.1

30.0

33.3

11.5

19.0

1.3

2.4

11.4

16.0

14.3

10.8

12.6

20.8

1.3

7.1

29.5

19.1

10.0

5.4

3.7

2.8

4.5

4.8

2.3

4.3

5.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

まったく携わっていない ３０分未満 ～１時間未満

～３時間未満 ～５時間未満 ５時間以上

無回答

【岐阜県調査】 N =

全体 350

女性 174

男性 176

10.6

2.3

18.8

17.4

1.1

33.5

17.1

9.2

25.0

24.0

32.8

15.3

16.6

30.5

2.8

10.9

20.1

1.7

3.4

4.0

2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

まったく携わっていない ３０分未満 ～１時間未満

～３時間未満 ～５時間未満 ５時間以上

無回答
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（12）ワーク・ライフ・バランスの認知度 

ワーク・ライフ・バランス8の認知度については、全体・性別でみると、いずれも「知

らなかった」が約 4 割で最も高くなっています。（図表 39） 

 

図表 39 ワーク・ライフ・バランスの認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 30 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査」 

  

                        
8 ワーク・ライフ・バランス：「仕事と生活の調和」を意味し、国民一人ひとりがやりがいや充実感を持ちながら働き、

仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて

多様な生き方が選択・実現できることを指す。 

N =

全体 374

【性別】

女性 216

男性 154

【年齢別】

20歳未満 9

20歳～29歳 42

30歳～39歳 44

40歳～49歳 94

50歳～59歳 70

60歳～69歳 111

25.9

25.9

26.6

55.6

28.6

38.6

28.7

28.6

14.4

30.2

29.6

31.8

22.2

33.3

20.5

24.5

35.7

36.0

42.0

43.1

39.6

22.2

35.7

40.9

45.7

34.3

46.8

1.9

1.4

1.9

2.4

1.1

1.4

2.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

内容を知っていた 内容は知らなかったが、聞いたことはあった 知らなかった 無回答
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（13）男女共同参画社会の実現に向けて重点を置いてほしい施策 

男女共同参画社会の実現に向けて重点を置いてほしい施策については、全体・性別で

みると、「職場内託児所の設置など、子育てしやすい職場環境づくりを推進する」が最も

高くなっています。（図表 40） 

 

図表 40 男女共同参画社会の実現に向けて重点を置いてほしい施策 

 

 
資料：平成 30 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査」 

平成 25 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査（前回調査）」 

（※）は平成 30 年度のみ調査  

男女平等をめざした法律・制度の制定
や見直しを行う

学校や社会教育、家庭において、男女
平等を基本とした子育てをするよう啓
発を行う

職場における労働条件を男女平等に
するよう働きかける

職場内託児所の設置など、子育てしや
すい職場環境づくりを推進する

政策・方針決定の場に女性を積極的に
登用する

社会慣習やしきたり、男性や女性に対
しての意識啓発を積極的に行う

再就職のための教育講座や、技術・技
能の習得機会を増やす

放課後児童教室や病時・病後児保育
などの保育サービスを充実させる

高齢者の施設や介護サービスを充実
させる

ＤＶなどの暴力を根絶する

性別に配慮した防災・災害対策に取り
組む（※）

ＬＧＢＴ（性的少数者）等の方に対する
取組を推進する（※）

22.2

25.4

21.9

47.1

15.5

24.1

13.9

23.8

20.9

3.5

4.3

5.1

19.9

26.4

20.8

54.6

10.6

23.6

13.9

30.6

22.2

3.2

2.3

6

25.3

24.0

24.0

37.0

22.1

25.3

14.3

14.9

19.5

3.9

7.1

3.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

全体 N=374

女性 N=216

男性 N=154
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（14）セクハラやＤＶの被害の経験 

セクシャル・ハラスメント（以下「セクハラ」という）の被害の経験については、全

体でみると、前回調査と変わらず「経験はないが、知識としては知っている」が最も高

くなっており、男女とも約 5割の認知度となっています。（図表 41） 

 

図表 41 セクハラの被害の経験について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 30 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査」 

平成 25 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査（前回調査）」 

 

ＤＶの被害の経験については、全体でみると、前回調査と変わらず「経験はないが、

知識としては知っている」が最も高く、男女とも約 4割の認知度となっています。 

（図表 42） 

 

図表 42 配偶者からのＤＶの被害の経験について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 30 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査」 

平成 25 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査（前回調査）」  

【今回調査】 【前回調査】

被害の経験がある

加害の経験がある

身近に受けた当事者がいる

経験はないが、知識としては知ってい
る

経験はないが、言葉としては聞いたこ
とがある

見聞きしたことがない

10.7

1.6

6.1

51.1

21.7

11.2

15.7

0.9

6.9

51.9

25.0

7.4

3.9

2.6

5.2

50.0

17.5

16.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

全体 N=374

女性 N=216

男性 N=154

7.8

0.2

7.4

51.5

20.2

12.6

12.3

0.4

6.7

50.0

21.5

9.5

1.9

0.0

8.6

54.3

18.1

16.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

全体 N=499

女性 N=284

男性 N=210

【今回調査】 【前回調査】

被害の経験がある

加害の経験がある

身近に受けた当事者がいる

経験はないが、知識としては知ってい
る

経験はないが、言葉としては聞いたこ
とがある

見聞きしたことがない

4.3

1.1

6.4

41.2

18.7

19.8

5.6

0.9

9.7

41.2

21.8

16.2

2.6

1.3

1.9

40.9

14.9

24.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

全体 N=374

女性 N=216

男性 N=154

4.8

0.2

3.4

39.3

18.6

21.6

8.1

0.0

4.2

38.4

20.8

18.0

0.5

0.5

2.4

41.0

15.7

26.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

全体 N=499

女性 N=284

男性 N=210
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（15）セクハラやＤＶの被害にあった際の相談  

セクハラやＤＶの被害にあった際の相談については、全体でみると、「相談しなかった」

が 52.9％で最も高くなっています。（図表 43） 

 

図表 43 セクハラやＤＶの被害にあった際の相談 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 30 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査」 

  

N =

全体 51

【性別】

女性 43

男性 8

【年齢別】

20歳～29歳 2

30歳～39歳 9

40歳～49歳 20

50歳～59歳 14

60歳～69歳 6

43.1

46.5

25.0

50.0

55.6

55.0

35.7

52.9

48.8

75.0

50.0

44.4

35.0

64.3

100.0

3.9

4.7

10.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

相談した 相談しなかった その他 無回答
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セクハラやＤＶの被害にあった際に相談しなかった理由については、「自分さえ我慢す

れば、なんとかこのままやっていけると思ったから」が最も高くなっています。（図表 44） 

 

図表 44 セクハラやＤＶの被害にあった際に相談しなかった理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 30 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査」 

  

どこ（だれ）に相談してよいのかわからなかった

から

恥ずかしくてだれにも言えなかったから

相談してもむだだと思ったから

相談したことがわかると、仕返しを受けたり、もっ

とひどい暴力を受けると思ったから

加害者に「だれにも言うな」とおどされたから

相談相手の言動によって不快な思いをさせられ

ると思ったから

自分さえ我慢すれば、なんとかこのままやって

いけると思ったから

世間体が悪いから

他人を巻き込みたくなかったから

他人に知られると、これまでどおりのつき合い

（仕事や学校などの人間関係）ができなくなると
思ったから

そのことについて思い出したくなかったから

自分にも悪いところがあると思ったから

相手の行為は愛情の表現だと思ったから

相談するほどのことではないと思ったから

14.8

14.8

40.7

18.5

7.4

0.0

51.9

11.1

18.5

18.5

7.4

18.5

7.4

33.3

19.0

19.0

42.9

23.8

9.5

0.0

52.4

9.5

19.0

23.8

9.5

23.8

4.8

33.3

0.0

0.0

33.3

0.0

0.0

0.0

50.0

16.7

16.7

0.0

0.0

0.0

16.7

33.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

全体 N=27

女性 N=21

男性 N=6
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（16）セクハラやＤＶの被害にあった際の相談先 

セクハラやＤＶの被害にあった際の相談先については、全体・性別でみると、前回調

査と変わらず「家族・友人・先生など」が最も高くなっており、公的な相談機関、民間

の相談機関の割合は低くなっています。（図表 45） 

 

図表 45 セクハラやＤＶの相談先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 30 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査」 

平成 25 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査（前回調査）」 

 

  

【今回調査】 【前回調査】

公的な相談機関（市福祉事務所・女性
相談センターなど）

民間の相談機関

家庭裁判所・弁護士・警察など

医師・カウンセラー

家族・友人・先生など

9.1

0.0

9.1

4.5

90.9

10.0

0.0

10.0

5.0

95.0

0.0

0.0

0.0

0.0

50.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 N=22

女性 N=20

男性 N=2

23.5

2.9

8.8

17.6

70.6

26.7

0.0

10.0

13.3

80.0

0.0

25.0

0.0

50.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 N=32

女性 N=28

男性 N=4
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（17）セクハラやＤＶの被害をなくすための方策 

セクハラやＤＶの被害をなくすための方策については、全体・性別でみると、いずれ

も「被害者のための相談窓口、保護施設を整備する」が最も高くなっています。次いで

「法律・制度の制定や見直しを行う（罰則の強化など）」、「家庭や学校において、人権や

性についての教育を充実させる」が高くなっています。（図表 46） 

 

図表 46 セクハラやＤＶの被害をなくすための方策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 30 年度「羽島市男女共同参画に関する市民意識調査」 

  

男性に対して、セクハラやＤＶについての
意識啓発を行う

女性に対して、セクハラやＤＶについての
意識啓発を行う

法律・制度の制定や見直しを行う（罰則の
強化など）

犯罪の取り締まりを強化する

過激な内容のビデオ、ゲーム等の販売や
貸出しを禁止又は制限する

被害者を支援し、暴力に反対する住民運
動を盛り上げる

被害者のための相談窓口、保護施設を整
備する

加害者に対するカウンセリングや更生を
促すプログラムを実施する

放送、出版、新聞などのマスメディアが倫
理規定を強化する

家庭や学校において、人権や性について
の教育を充実させる

２次被害の発生を防ぐため、相談機関職
員に対する研修や教育を充実させる

40.6

29.4

48.7

38.5

23.8

9.1

55.6

28.6

14.2

41.7

28.3

39.8

28.2

49.1

39.8

32.4

6.5

60.2

30.1

15.7

40.3

30.1

42.9

31.8

48.1

37.7

12.3

13.0

50.6

26.6

12.3

44.8

26.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

全体 N=374

女性 N=216

男性 N=154
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第３章 プランの内容 

 

１ 基本理念 

本プランの基本理念は、性別にかかわらず一人ひとりの考え方や生き方が尊重され、

その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現を目指すことに

あります。 

本プランでは、憲法第 11 条及び第 13 条に定められている基本的人権の享有と個人の

尊重、生命・自由・幸福追求の権利の尊重に基づき、男女が社会の対等な構成員として

ともに認め合い、責任を担うパートナーシップを確立し、あらゆる分野に参画できる社

会の形成に努めます。 

男女共同参画社会の一層の推進を図るため、男女共同参画社会基本法を踏まえ、次の

5 つの「基本的視点」を定め、5 つの「基本目標」、10 の「方針」及び 23 の「施策の方

向」を体系化しました。 

 

 

 

 

 

 

 

基本的視点 

 男女の人権尊重 

 ジェンダー（社会的性別）に敏感な視点 

 パートナーシップ 

 女性のエンパワーメント9 

 新しい価値観、生き方の提案 

  

                        
9 女性のエンパワーメント：女性が自分自身の生活と人生を決定する権利と能力を持ち、さまざまなレベルの意思決定

過程に参画し、社会的・経済的・政治的な状況を変えていく力をもつこと。 
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２ 重点的な取組方針 

市民意識調査（平成 30 年度実施）では、男女共同参画社会の実現に向けて重点を置い

てほしい施策については、男女ともに「職場内託児所の設置など、子育てしやすい職場

環境づくりを推進する」が最も高くなっています。 

次いで女性は「放課後児童教室や病児・病後児保育などの保育サービスを充実させる」

といった保育サービスに関する要望が高くなっています。一方、男性は「男女平等を目

指した法律・制度の制定や見直しを行う」や「社会慣習やしきたり、男性や女性に対し

ての意識啓発を積極的に行う」が高くなっており、啓発面の施策が求められています。 

本市の現状を踏まえ、以下の 3 つを重点的な取組みとして位置づけます。また、取組

みの効果測定を行うため、それぞれに指標10を設定しています。 

 

◆男女共同参画に関する正しい理解の普及 

男女共同参画社会とは、家庭・地域・学校・職場など、あらゆる分野で、性別にとら

われず個性や能力が認められ、また、男女が平等に責任を分かちあう社会を意味します。

近年、男女共同参画への理解は進んでいるものの、市民意識調査の結果からみても依然

として固定的性別役割分担意識は根強く残っていることがわかります。 

そのため、「男性だから…」、「女性だから…」という考え方に捉われず、すべての人が

平等であるという意識を育てていくとともに、生涯にわたり、健幸で充実した生活が送

れるよう、支援していく必要があります。 

 

指標名 
家庭生活において男女の地位が「平等」

と感じている人の割合 

基準値 目標値 

34.8％ 50％ 

※P.49 施策 No.15           

指標名 
地域活動の場において男女の地位が「平

等」と感じている人の割合 

基準値 目標値 

33.7％ 50％ 

※P.50 施策 No.18           

 

◆女性の活躍とワーク・ライフ・バランスの推進 

少子化・高齢化により労働力人口が減少する中、女性をはじめとする多様な人材の能

力を活用することは、持続可能な住みやすい社会の実現に不可欠です。 

市民意識調査では、女性が活躍できる職場環境について、子育てと介護の両立ができ

る環境の整備や勤務時間の柔軟な対応が挙げられています。 

また、男性の家事・育児・介護等への参画が進んでおらず、女性の社会進出を妨げる

                        
10 指標：基準値は平成 30 年度の数値とし、目標値は令和 6年度の数値とする。 

※ただし、これによらない場合は、（   ）内に記載。 

各指標の算出方法等については、69 ページ「第 4章 5 指標一覧」に記載。 
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要因の 1つになっています。 

近年、ライフスタイルや価値観の多様化が進んでおり、男女が仕事と家庭を両立する

ための環境の整備や、女性の活躍推進に向けた施策を推進していく必要があります。 

 

指標名 市の子育て支援企業認証数（累計） 
基準値 目標値 

－ 20社 

※P.53 施策 No.31 

指標名 国の制度11で認定を受けた企業数（累計） 
基準値 目標値 

1 社 2 社 

※P.54 施策 No.32 

指標名 県の制度12で認定を受けた企業数（累計） 
基準値 目標値 

3 社 8 社 

※P.54 施策 No.32 

 

◆男女間における暴力の予防と被害者支援の強化 

若年層も含め市民一人ひとりが正しい理解を深め、暴力を根絶する社会的気運を醸成

するとともに、被害者への相談や自立に向けた支援を充実することが重要です。 

市民意識調査では、セクハラやＤＶにあった際の相談について、被害を受けても相談

しない人が 5割を超えている現状があります。 

被害者にとって身近な相談窓口として公的な相談機関のさらなる周知・充実に努める

とともに、複雑化・多様化する社会状況のもとで、被害者・加害者の置かれている状況

や、背景を理解しながら適切な対応ができるよう、体制を充実させていく必要がありま

す。 

 

指標名 
セクハラや、ＤＶの被害にあった際に相

談しなかった人の割合 

基準値 目標値 

52.9％ 40％ 

※P.65 施策 No.83          

 

  

                        
11 国の制度：次の 2つの認定制度のことをいう。 

①次世代育成支援対策推進法に基づき、子育てサポート企業として認定される「くるみん認定」。企業は行動計画の策

定等を行い、一定の基準を満たすと認定される仕組み。 

②女性活躍推進法に基づき、女性活躍を推進する企業として認定される「えるぼし認定」。企業は行動計画の策定等を

行い、一定基準を満たすと認定される仕組み。 
12 県の制度：誰もが働きやすく、従業員の方々が働き続けられる職場環境づくりを目指し、「次世代育成支援」、「介護

支援」、「年次有給休暇の取得促進」、「女性の活躍推進」、「健康経営」に積極的に取り組んでいる企業として登録される

「岐阜県ワーク・ライフ・バランス推進企業」のなかでも特に優れている企業を「岐阜県ワーク・ライフ・バランス推

進エクセレント企業」として認定される認定制度のことをいう。 
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３ プランの体系 

  

 

 

   【基本目標】  【方 針】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

男女共同参画社会を支える市民

の意識づくり 

 １ 人権を尊重する 

意識の醸成 

 

    

   ２ 男女平等を基本とする

教育・学習の充実 

 

    

  

２ 

男女がともに働くための環境づ

くり 

【羽島市女性活躍推進計画】 

 

１ 仕事と家庭を両立する

ための環境づくり 

 

    

    

   ２ 職場における 

男女平等の実現 

 

     

   

３ 

男女がともに担うまちづくり 

 

１ 女性の社会参加の促進 

 

     

     

    

２ 家庭・地域社会に 

おける男女共同参画 

の推進 

 

  

     

     

   

 

４ 

男女がともに健幸で自立した生

活を送るための基盤づくり 

 １ 自立を支える 

健幸と福祉の推進 

 

   

  
２ 心と体の健幸づくり 

 

 

 

５ 

男女間の暴力がない社会づくり 

【羽島市ＤＶ防止対策基本計画】 

 １ 暴力を許さない 

社会づくり 

 

 

  ２ 安心して生活できる 

社会づくり 

 

    

 

  

男

女

共

同

参

画

社

会

の

実

現 

基

本

的

視

点 

重

点

的

な

取

組

方

針 
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 【施策の方向】 
 

(1)人権尊重意識高揚のための普及・啓発活動の充実 

(2)性を尊重する意識の高揚  

 
(1)学校における男女平等教育の推進 

(2)家庭・地域における男女平等教育の推進  

 
(1)仕事と家庭を両立するための社会的支援 

(2)男女ともに取り組む子育て 

(3)仕事を続ける男女への支援 

 

 

 
(1)仕事に携わる女性への支援 

(2)市内企業に対する意識啓発  

 
(1)女性の参画を促進する基盤づくり 

(2)政策・方針決定の場への参画促進 

(3)新たな分野への取組み 

 

 

 

(1)家庭生活・地域コミュニティ活動への男女共同参画の促進 

(2)自主的な市民活動の促進 

(3)各種団体の活性化とネットワークづくりへの支援 

(4)防災活動への男女共同参画の促進 

(5)外国人との共生社会の実現 

 

 

 

 

 
(1)高齢者・障がい者への支援 

(2)生活困窮者・ひとり親家庭への支援  

 

(1)生涯を通じた健幸づくり支援 
 

 

(1)暴力を許さない市民意識の醸成 
 

 
(1)安心して相談できる体制づくり 

(2)ＤＶ等の対策の充実  
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４ 施策一覧 
施策において、指標を設定しているものについては、「指標」欄に○印を記載し、各指標の算出

方法等については、69ページ「第 4章 5 指標一覧」に記載しています。 

各指標における基準値は、平成 30 年度の数値とし、目標値は、令和 6 年度の数値としていま

す。 

  ※ただし、これによらない場合は、（   ）内に記載。 

前プランに位置づけがなく、本プランで新たに取り組む事業を【新規】、前プランに位置づけが

あり、内容の拡充を図った事業を【拡充】と施策名の末尾に記載しています。 

基本目標１ 男女共同参画社会を支える市民の意識づくり 

方針 施策の方向 No. 施策名 
指

標 
担当課 頁 

１ 

人
権
を
尊
重
す
る
意
識
の
醸
成 

(1) 

人権尊重意識高揚

のための普及・啓

発活動の充実 

1  

人権問題啓発事業の推進 

－ 
生涯学習課 

市民相談室 
47 

2  － 福祉課 47 

3  家庭教育学級の開催 〇 生涯学習課 47 

4  
羽島市生涯学習情報誌「学び Eye はしま」

による啓発 
－ 生涯学習課 47 

5  人権擁護委員による意識啓発 － 市民相談室 47 

6  社会人権教育推進協議会に対する意識啓発 － 生涯学習課 47 

7  男女共同参画に関する総合的な情報提供 － 市民協働課 48 

8  人権相談の実施 － 市民相談室 48 

9  ＬＧＢＴ等への理解促進【新規】 〇 
市民相談室 

市民協働課 
48 

(2) 

性を尊重する意識

の高揚 

10  性教育の推進 － 学校教育課 48 

11  有害図書取り扱いについての啓発 － 学校教育課 48 

２ 

男
女
平
等
を
基
本
と
す
る 

教
育
・
学
習
の
充
実 

(1) 

学校における男女

平等教育の推進 

12  男女平等教育に関する指導研究 － 学校教育課 49 

13  道徳教育の充実 〇 学校教育課 49 

14  コミュニティ・スクールへの参画 〇 学校教育課 49 

15  保護者に対する男女平等教育の働きかけ 〇 学校教育課 49 

16  中学生向け啓発リーフレットの作成と配布 〇 
市民協働課 

学校教育課 
50 

(2) 

家庭・地域におけ 

る男女平等教育の

推進 

17  学習機会と情報提供の充実 〇 市民協働課 50 

18  自治会回覧による啓発 〇 市民協働課 50 

19  
閲覧用図書による教育・学習活動の充実 

【拡充】 
－ 図書館 50 
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基本目標２ 男女がともに働くための環境づくり 

方針 施策の方向 No. 施策名 
指

標 
担当課 頁 

１ 

仕
事
と
家
庭
を
両
立
す
る
た
め
の
環
境
づ
く
り 

(1) 

仕事と家庭を両

立するための社

会的支援 

20  
ライフスタイルに対応した保育サービスの

充実 
－ 子育て・健幸課 51 

21  放課後児童教室の実施 〇 子育て・健幸課 51 

22  
ファミリー・サポート・センター事業の推

進 
〇 子育て・健幸課 51 

23  病児保育・病後児保育事業の推進 〇 子育て・健幸課 52 

24  育児・介護休業制度への理解促進 － 商工観光課 52 

25  

子育て相談体制の充実 

－ 子育て・健幸課 52 

26  〇 子育て・健幸課 52 

27  介護支援体制整備の推進 － 高齢福祉課 52 

28  

家庭児童相談事業の充実 

－ 子育て・健幸課 53 

29  〇 学校教育課 53 

30  高齢者の相談窓口の充実 － 高齢福祉課 53 

31  
子育て支援企業認証・表彰制度の実施 

【新規】 
〇 子育て・健幸課 53 

32  
「子育てサポート企業」及び「女性活躍推

進企業」制度等の紹介【新規】 
〇 商工観光課 54 

(2) 

男女ともに取り

組む子育て 

33  パパママ教室の実施 〇 子育て・健幸課 54 

(3) 

仕事を続ける男

女への支援 

34  就職・再就職に関する情報提供 － 商工観光課 54 

35  創業支援等事業計画に基づく創業支援 〇 商工観光課 55 

２ 

職
場
に
お
け
る

男
女
平
等
の
実
現 

(1) 

仕事に携わる女

性への支援 

36  女性の就労制度・法律に関わる情報提供 － 商工観光課 55 

(2) 

市内企業に対す

る意識啓発 

37  就労環境の改善に関わる情報提供 〇 商工観光課 55 
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基本目標３ 男女がともに担うまちづくり 

方針 施策の方向 No. 施策名 
指

標 
担当課 頁 

１ 

女
性
の
社
会
参
加
の
促
進 

(1) 

女性の参画を促進

する基盤づくり 

38  女性のスポーツ指導者の育成 － スポーツ推進課 56 

39  女性団体の活性化の支援 － 市民協働課 56 

(2) 

政策・方針決定の

場への参画促進 

40  審議会等への女性の登用促進 〇 
市民協働課 

及び関係課 
56 

41  女性の人材発掘 〇 市民協働課 56 

42  
市役所の各役職段階における女性職員の積

極的な登用 
〇 職員課 57 

(3) 

新たな分野への

取組み 

43  新たな分野における女性の参画促進 〇 
市民協働課 

及び関係課 
57 

２ 

家
庭
・
地
域
社
会
に
お
け
る 

男
女
共
同
参
画
の
推
進 

(1) 

家庭生活・地域コ

ミュニティ活動

への男女共同参

画の促進 

44  ＰＴＡ活動への参加促進 － 生涯学習課 57 

45  

地域コミュニティ活動への参加促進 

－ 生涯学習課 57 

46  － 市民協働課 57 

(2) 

自主的な市民活

動の促進 

47  コミュニティセンター活動の推進 － 市民協働課 58 

48  出前講座の開催 〇 
生涯学習課 

及び関係課 
58 

(3) 

各種団体の活性化

とネットワークづ

くりへの支援 

49  ネットワークづくりへの活動支援 〇 
市民協働課 

及び関係課 
58 

(4) 

防災活動への男 

女共同参画の促

進 

50  レスキュークロス羽島の推進 〇 消防本部救急指令課 58 

51  女性消防団員の推進 〇 消防本部消防総務課 59 

52  
防災・災害復旧活動における男女共同参画

の推進【新規】 
－ 危機管理課 59 

(5) 

外国人との共生 

社会の実現 

53  国際交流活動の充実【拡充】 〇 市民協働課 59 

54  
外国人地域共生社会推進事業の実施 

【新規】 
－ 市民協働課 59 

55  多言語対応の促進【新規】 － 
市民協働課 

及び関係課 
59 
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基本目標４ 男女がともに健幸で自立した生活を送るための基盤づくり 

方針 施策の方向 No. 施策名 
指

標 
担当課 頁 

１ 

自
立
を
支
え
る
健
幸
と
福
祉
の
推
進 

(1) 

高齢者・障がい者

への支援 

56  地域で高齢者を支える体制づくり 〇 高齢福祉課 60 

57  高齢者の社会参画の促進 － 高齢福祉課 60 

58  介護予防対策の推進 〇 高齢福祉課 60 

59  障がい者への経済的支援 － 保険年金課 60 

60  総合的な障がい者施策の推進 〇 福祉課 60 

61  

障がい者の自立のための環境整備【拡充】 

－ 子育て・健幸課 61 

62  － 福祉課 61 

63  〇 福祉課 61 

64  広報・啓発活動の推進 － 福祉課 61 

(2) 

生活困窮者・ひと

り親家庭への支援 

65  生活困窮者自立支援 〇 福祉課 61 

66  ひとり親家庭への自立支援 － 子育て・健幸課 62 

67  ひとり親家庭への経済的支援 － 保険年金課 62 

２ 
心
と
体
の
健
幸
づ
く
り 

(1) 

生涯を通じた健幸

づくり支援 

68  健幸づくりの取組みへの支援 〇 子育て・健幸課 62 

69  女性の生涯を通じた健幸のための支援 〇 子育て・健幸課 62 

70  中核医療機関としての情報の充実 － 市民病院事務局総務課 62 

71  
国民健康保険及び後期高齢者医療における

健康増進と疾病予防事業の推進 
〇 保険年金課 63 

72  県立看護大学との連携 － 市民病院事務局総務課 63 

73  喫煙・飲酒に関する正確な情報提供 － 子育て・健幸課 63 

74  生涯にわたるスポーツ活動の推進 〇 スポーツ推進課 63 

  



 

● 46 ● 

基本目標５ 男女間の暴力がない社会づくり 

方針 施策の方向 No. 施策名 
指

標 
担当課 頁 

１ 

暴
力
を
許
さ
な
い 

社
会
づ
く
り 

(1) 

暴力を許さない

市民意識の醸成 

75  女性や子どもへの暴力の防止に関する啓発 〇 子育て・健幸課 64 

76  

子どもへの虐待防止対策の推進【拡充】 

－ 学校教育課 64 

77  － 市民相談室 64 

78  － 子育て・健幸課 64 

79  － 子育て・健幸課 64 

80  若年者に対する予防啓発 － 学校教育課 65 

81  各種ハラスメントの防止に向けた啓発 〇 
市民協働課 

商工観光課 
65 

２ 

安
心
し
て
生
活 

 
 

で
き
る
社
会
づ
く
り 

(1) 

安心して相談で

きる体制づくり 

82  
配偶者やパートナーからの暴力・児童虐待

に関する相談体制の充実 
－ 子育て・健幸課 65 

83  各種相談窓口の周知・啓発 〇 子育て・健幸課 65 

(2) 

ＤＶ等の対策の

充実 

84  

被害者の安全確保 

－ 子育て・健幸課 66 

85  － 市民課 66 

86  自立のための支援体制の充実 － 子育て・健幸課 66 
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方針１ 人権を尊重する意識の醸成 

（１）人権尊重意識高揚のための普及・啓発活動の充実 

男女共同参画の基本理念や「ジェンダー（社会的性別）の視点」について、正しい理

解を広めていく広報・啓発活動の展開を目指します。 

No. 施策名 内容 担当課 

1  

人権問題啓発事業の推

進 

「人権を考える会」において、小中学生の人権作

文の発表及び講演会、人権作品（作文・標語等）表

彰を行い、人権を尊重する意識の醸成に努めます。

また、「羽島市人権施策推進指針」に基づき、人権

意識の高揚を図ります。 

生涯学習課 

市民相談室 

2  

「人権を考える会」において、小中学生を対象に

実施する「社会を明るくする運動作文コンテスト」

の最優秀者の表彰を行うとともに、その作品を広報

紙や市ホームページに掲載し、非行等のない地域社

会の構築について考える気運の高揚を図ります。 

福祉課 

3  家庭教育学級の開催 

市立幼稚園や小中学校及び義務教育学校におい

て、防災、防犯、救急救命、情報モラルなどの家庭

教育に関する学習情報を提供し、ＰＴＡ及び保護者

主体のもと開催される家庭教育学級の開催について

支援します。また、各家庭でも取り組むことができ

る活動を家庭教育学級に位置づけ、母親だけでなく

父親も子育てに積極的に関われるよう努めます。 

生涯学習課 

指標名 基準値 目標値 

家庭教育学級の参加率 66.6％ 70％ 

4  

羽島市生涯学習情報 

誌「学びＥｙｅはし

ま」 

による啓発 

行政主催の事業、各コミュニティセンター・近隣

大学主催の講座、サークル、福祉・ボランティア団

体主催の行事などを広く掲載し、市民が自ら学ぶ生

涯学習への参加促進を図ります。また、市民にわか

りやすい誌面となるよう工夫するとともに、継続し

た情報提供を行い、学んだ成果を地域で活かす「地

域づくり型生涯学習」につなげていきます。 

生涯学習課 

5  
人権擁護委員による 

意識啓発 

人権擁護委員が 1市 2町（羽島市、笠松町及び岐

南町）の各保育園等において、年 4回行う人権啓発

活動を支援します。 

市民相談室 

6  
社会人権教育推進協議

会に対する意識啓発 

自治会、民生委員・児童委員、老人クラブなど、

市内各種団体の委員で構成する社会人権教育推進協

議会において、社会教育における人権について協議

し、人権に関する意識啓発に努めます。 

生涯学習課 



 

● 48 ● 

No. 施策名 内容 担当課 

7  
男女共同参画に関する

総合的な情報提供 

男女共同参画週間13等について、広報紙、市ホー

ムページ及びＳＮＳ14で広く周知を図り、男女共同

参画の理解の促進を図ります。また、各種講演会な

どの機会に国・県などのリーフレットを活用し、積

極的な情報提供に努めます。 

市民協働課 

8  人権相談の実施 

人権相談を毎月 1回開設するとともに、年２回の

特設相談を実施します。人権相談の開設を広く周知

し、更なる人権意識の高揚・普及に努めます。 

市民相談室 

9  

ＬＧＢＴ等への理解促

進 

      【新規】 

ＬＧＢＴ（性的少数者）やＳＯＧＩ15（性的指

向・性自認）等に関する正しい情報の提供を行うと

ともに、理解促進のための教育や啓発活動を進める

ほか、相談の支援等を行います。 

市民相談室 

市民協働課 

指標名 基準値 目標値 

ＬＧＢＴの内容を知っている人の割

合 
35.6％ 50％ 

 

（２）性を尊重する意識の高揚 

男女が互いの性に対し、正しく理解し尊重し合う意識の醸成を図るとともに、青少年

の健全育成に向け、有害な図書の取り扱いについて市民の理解を得るための啓発に努め

ます。 

No. 施策名 内容 担当課 

10  性教育の推進 

小中学校及び義務教育学校の授業において、男女

のそれぞれの身体の仕組み、心と体の相互の影響、

生殖に関わる機能等について、発達段階に応じた性

教育を適切かつ計画的に進めます。 

学校教育課 

11  
有害図書取り扱いに 

ついての啓発 

県青少年健全育成条例に基づく立ち入り調査を毎

月実施し、強化月間（7月・11 月）には複数回の調

査を行います。また、有害図書・ＤＶＤの販売及び

陳列掲示等について、条例遵守を店舗に働きかけま

す。 

学校教育課 

 

  

                        
13 男女共同参画週間：「男女共同参画社会基本法」の公布・施行日である平成 11 年 6月 23 日を踏まえ、毎年 6月 23 日

から 29 日までの 1週間を男女共同参画週間としている。 
14 ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）：英語の「Social Networking Service」を表記したもの。 
15 ＳＯＧＩ（性的指向・性自認）：「Sexual Orientation」（性的指向）、「Gender Identity」（性自認）の頭文字を取っ

た、「人の属性を表す略称」。異性愛の人なども含めすべての人が持っている属性のことをいう。 
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方針２ 男女平等を基本とする教育・学習の充実 

（１）学校における男女平等教育の推進 

行政が役割を担う社会教育に加え、学校教育の場においても、男女平等教育に関する

情報提供に努め、男女平等の意識を醸成します。また、保護者に対しても、男女平等教

育について働きかけを行います。 

No. 施策名 内容 担当課 

12  
男女平等教育に関する

指導研究 

人権教育の中に男女平等教育を位置づけ、推進し

ます。人権教育研修を管理職・人権教育主任・中堅

教員を対象に毎年計 3回実施するとともに、研修を

受けた管理職・教員が各学校で伝達講習会を行うこ

とで、小中学校及び義務教育学校における人権教育

の推進を図ります。 

学校教育課 

13  道徳教育の充実 

道徳教育実践校の現状を把握・指導しながら、男

女平等教育につながる内容を含めた総合的な道徳教

育を推進します。また、「考え、議論する道徳」の

実現に向け、道徳科の授業の充実を図ります。 

学校教育課 

指標名 基準値 指標名 

全国学力・学習状況調査に

おける豊かな人間性に関す

る質問の回答平均 

小学生 

市 89.2％ 

県 89.3％ 

国 90.2％ 

国・県値を 

上回る 

中学生 

市 85.0％ 

県 85.4％ 

国 85.0％ 

国・県値を 

上回る 

14  
コミュニティ・スクー

ルへの参画 

各小中学校及び義務教育学校の学校運営協議会16

（コミュニティ・スクール）が中心となり、家庭・

地域活動において男女にとらわれず参画するよう努

めます。 

学校教育課 

指標名 基準値 目標値 

コミュニティ・スクールの理解度 30％ 60％ 

15  
保護者に対する男女平

等教育の働きかけ 

授業参観や懇談会などに、より多くの保護者が参

加できるよう努めるとともに、ＰＴＡと学校が連携

し、学校教育に誰もが平等に参画するよう働きかけ

ます。 

学校教育課 

指標名 基準値 目標値 

家庭生活において男女の地位が「平

等」と感じている人の割合 
34.8％ 50％ 

学校教育の場において男女の地位が

「平等」と感じている人の割合 
53.5％ 65％ 

                        
16 学校運営協議会（コミュニティ・スクール）：学校と地域住民等が力を合わせて学校の運営に取り組むことが可能と

なる「地域とともにある学校」への転換を図るための有効な仕組み。  
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No. 施策名 内容 担当課 

16  
中学生向け啓発リーフ

レットの作成と配布 

男女共同参画の啓発リーフレットの作成にあた

り、社会情勢に見合った最新の動向やデータを掲載

するなど内容の充実を図ります。また、そのリーフ

レットを各中学校及び義務教育学校へ配布・活用す

ることにより、青年期からの男女共同参画に関する

意識の醸成に努めます。 

市民協働課 

学校教育課 

指標名 基準値 目標値 

各校における男女共同参画に関する

授業・講演会等の実施回数（年間） 
－ 1 回/校 

 

（２）家庭・地域における男女平等教育の推進 

図書館をはじめとする各種社会教育施設において、男女平等教育に関する情報の提供

や学習環境の整備に努めます。 

No. 施策名 内容 担当課 

17  
学習機会と情報提供の

充実 

各コミュニティセンターにおいて、男女共同参画

に関するチラシ等を配布し、積極的な情報提供に努

めます。また、出前講座の実施により、男女平等教

育に関する正しい理解と認識の普及につなげます。 

市民協働課 

指標名 基準値 目標値 

男女共同参画に関する出前講座実施

回数（年間） 
1 回 2 回 

18  自治会回覧による啓発 

関係部署と連携しながら、男女共同参画に関する

チラシを自治会回覧することにより、積極的な情報

提供に努め、男女共同参画社会に関する正しい理解

と認識の普及につなげます。 

市民協働課 

指標名 基準値 目標値 

自治会回覧の実施回数（年間） － 1 回 

指標名 基準値 目標値 

地域活動の場において男女の地位が

「平等」と感じている人の割合 
33.7％ 50％ 

19  

閲覧用図書による教

育・学習活動の充実 

      【拡充】 

蔵書や国・県からの白書・統計書を揃え、男女共

同参画に関する情報取得の機会の提供に努めます。

また、男女共同参画週間には、関連図書の展示コー

ナーを設置することにより、男女共同参画社会に関

する正しい理解と認識の普及につなげます。 

図書館 
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【羽島市女性活躍推進計画17】 

 

方針１ 仕事と家庭を両立するための環境づくり 

（１）仕事と家庭を両立するための社会的支援 

多様化する男女の雇用形態に応じた保育サービス等の充実により、男女がともに働き

やすい環境づくりを進めます。 

No. 施策名 内容 担当課 

20  

ライフスタイルに対応

した保育サービスの充

実 

多様化するライフスタイルの中で、必要とされる

保育ニーズに応えるため、仕事と子育ての両立支援

ができるよう保育サービスの充実に努めます。ま

た、延長保育等の保育を実施する保育園等に対し

て、円滑な運営に向けた支援を行います。 

子育て・健幸課 

21  放課後児童教室の実施 

保護者が就労等により昼間家庭にいない児童に対

して、適切な遊び及び生活の場を与えて、児童の健

全育成を図ります。また、利用ニーズに応えるた

め、学校内の空き教室を活用し、場所の確保に努め

るとともに、指導員を確保し、長期休暇期間の開室

に対応できる体制を整えます。 

子育て・健幸課 

指標名 基準値 目標値 

放課後児童教室待機児童数 0 人 0 人 

22  

 

 

 

ファミリー・サポート 

・センター18事業の推

進 

育児の援助を受けたい人（依頼会員）と育児の援

助を行いたい人（提供会員）をそれぞれ会員として

登録し、会員間の育児の相互援助活動を支援しま

す。保護者の迎えが困難な場合に同制度を活用する

ことで、働く親の育児を支援します。 

子育て・健幸課 

 指標名 基準値 目標値 

 
ファミリー・サポート・センター事業

利用件数（年間） 
465 件 640 件 

 

  

                        
17 羽島市女性活躍推進計画：「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」の第 6条第 2項に基づく、市町村推

進計画に相当するもの。 
18 ファミリー・サポート・センター：地域において育児の援助を受けたい人と行いたい人が会員となり、育児について

助け合う会員組織。 
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No. 施策名 内容 担当課 

23  
病児保育・病後児保育

事業の推進 

生後 7ヶ月より小学 3年生までの児童の病気や病

気の回復期に、保育園等での集団保育や保護者の就

労等により家庭での保育が困難な場合には、一時的

に専用施設において保育を行い、保護者が安心して

仕事と子育ての両立ができるよう支援します。ま

た、制度について、市ホームページ、広報紙、母子

手帳アプリ、市子育てハンドブック等で広く周知を

行います。 

子育て・健幸課 

指標名 基準値 目標値 

病児保育・病後児保育事業利用件数

（年間） 
253 件 350 件 

24  
育児・介護休業制度へ

の理解促進 

市ホームページ等により、育児・介護休業制度に

関する理解の普及を図るため正しい情報の提供を行

います。また、同制度を利用しやすい職場環境づく

りのため、羽島商工会議所や関係機関と連携を図

り、市内企業、事業所への啓発に努めます。 

商工観光課 

25  

子育て相談体制の充実 

「こんにちは赤ちゃん事業」として、保健師や各

地区に在住し、母子保健活動を担う母子保健推進員

が生後 4か月までの乳児をもつ全家庭を訪問し、生

後早期からの子育て支援を行います。 

子育て・健幸課 

26  

子育て相談センター（愛称：羽っぴぃ）19におい

て、妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援を

行うとともに地域子育て支援拠点20において、状況

に応じた相談ができる場を提供し、総合的な子育て

支援体制の整備に努めます。 

子育て・健幸課 

指標名 基準値 目標値 

子育て相談センター『羽っぴぃ』への

相談件数（年間） 
27 件 45 件 

地域子育て支援拠点の利用人数（年

間） 
28,145 人 29,000 人 

27  
介護支援体制整備の推

進 

家族に対する直接的な支援だけではなく、介護保

険サービスの充実や地域での支援体制の推進など、

さまざまな支援体制の整備に努めます。また、医

療・介護従事者間の連携及び市民への在宅医療に関

する普及・啓発に努め、地域包括ケアシステム21の

深化・推進を図ります。 

高齢福祉課 

 

  

                        
19 子育て相談センター：妊娠期から子育て期にわたり切れ目ない支援を提供するため、子育て世代包括支援センターと

して羽島市保健センター内に平成 30 年 4月開設。 
20 地域子育て支援拠点：児童センター、保育園等市内 4ヵ所に設置。主に就園前の子育て中の親子の交流、つどいの場

の提供、子育ての不安解消のための相談、親子教室、セミナー、各種サークル活動等を実施。 
21 地域包括ケアシステム：団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年を目途に、高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮ら

しを人生の最後まで続けることができるよう、「住まい」、「医療」、「介護」、「予防」、「生活支援」が切れ目なく一体的に

提供される体制のこと。 
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No. 施策名 内容 担当課 

28  

家庭児童相談事業の充 

実 

要保護児童対策及びＤＶ対策地域協議会を開催

し、関係機関との連携強化を図り、問題解決に努め

ます。また、多岐にわたる相談に対応するため、研

修等を通じて、相談員の資質の向上に努めます。 

子育て・健幸課 

29  

小中学校及び義務教育学校にいじめ・不登校対策

専門員を配置し、いじめや不登校等の問題行動の未

然防止、早期発見、早期対応に努めます。また、ス

クールソーシャルワーカー22を配置し、問題を抱え

ている児童生徒だけではなく、家庭に対して継続的

な支援を行います。 

学校教育課 

指標名 基準値 目標値 

学校に行くのが楽しい児

童生徒の割合 

小学生 83.1％ 86.1％ 

中学生 80.9％ 83.9％ 

30  
高齢者の相談窓口の充

実 

高齢者の生活実態等を把握するため、地域包括支

援センター職員が継続的に個別訪問を行い、介護予

防や適切な介護サービスの提供に努めます。また、

介護保険制度や認知症等の相談体制の強化を図り、

問題解決に向けた検討会議を開催するなど、本人や

家族の支援に努めます。 

高齢福祉課 

31  

子育て支援企業認証 

・表彰制度の実施 

      【新規】 

子育てと仕事の両立や継続して働くことのできる

環境づくりを目的として、市内企業の子育て等に対

する取組みを表彰し、その企業を支援します。ま

た、その企業及びその取組みを市ホームページ等で

紹介することで、ワーク・ライフ・バランスの推進

に努めます。 

子育て・健幸課 

指標名 基準値 目標値 

市の子育て支援企業認証数（累計） － 20 社 

 

                        
22 スクールソーシャルワーカー：いじめや不登校、その他の学校での困りごとへの対応や子どもの家庭環境等による問

題に対処するため、関係機関と連携したり、教員を支援したりする福祉の専門家。 
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No. 施策名 内容 担当課 

32  

「子育てサポート企

業」及び「女性活躍推

進企業」制度等の紹介 

      【新規】 

次世代育成支援対策推進法に基づく「くるみん認

定」、女性活躍推進法に基づく「えるぼし認定」及

び岐阜県が取り組む「ワーク・ライフ・バランス推

進エクセレント企業の認定」がなされた市内企業及

びその取組みを市ホームページ等で紹介すること

で、市内企業の認定取得件数の増加を図ります。 

商工観光課 

指標名 基準値 目標値 

国の制度で認定を受けた企業数（累計） 1 社 2 社 

県の制度で認定を受けた企業数（累計） 3 社 8 社 

 

（２）男女ともに取り組む子育て 

女性だけではなく、男性がともに子育てに取り組み、喜びも責任も分かち合うことが

できるような子育て環境づくりを目指します。 

No. 施策名 内容 担当課 

33  パパママ教室の充実 

妊婦やそのパートナーを対象とし、妊娠中の生活

や出産育児について学ぶ機会を提供するとともに、

より多くの男性の育児参加を促すため、内容の充実

を図ります。また、母子健康手帳交付時、市ホーム

ページ、広報紙、母子手帳アプリ、市子育てハンド

ブック等で参加の啓発を行います。 

子育て・健幸課 

指標名 基準値 目標値 

パパママ教室に参加した夫婦の中での

父親の参加率 
96.9％ 100％ 

 

（３）仕事を続ける男女への支援 

仕事を続ける男女に必要とされる技術習得や再就職に関わる支援・相談体制の充実を

図り、男性も女性も継続して働くことのできる環境づくりを支援します。 

No. 施策名 内容 担当課等 

34  
就職・再就職に関する 

情報提供 

市役所内に求人情報コーナーを設置し、ハローワ

ークからの情報（週間求人情報、週間パート情報）

の提供に努めます。 

商工観光課 
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No. 施策名 内容 担当課等 

35  
創業支援等事業計画23

に基づく創業支援 

創業支援等事業計画に基づき、羽島商工会議所

や金融機関等の関係機関と連携しながら、創業者

のニーズに応じた相談や創業に必要な知識を学ぶ

機会の提供による支援を行います。 

商工観光課 

指標名 基準値 目標値 

創業支援等事業計画による創業者数

（年間） 
27 人 30 人 

 

 

方針２ 職場における男女平等の実現 

（１）仕事に携わる女性への支援 

法律や制度の周知活用や意識啓発、相談体制の充実など、男女ともに働きやすい環境

づくりを進めます。 

No. 施策名 内容 担当課 

36  
女性の就労制度・法律

に関わる情報提供 

女性が働きやすい就労制度や法律に関する情報提

供について、羽島商工会議所と連携を図りながら、

市ホームページやパンフレット等による啓発を行い

ます。 

商工観光課 

 

（２）市内企業に対する意識啓発 

市内に事業所を持つ企業に対して、男女が仕事と家庭を両立する上で役立つ情報の提

供を行い、就労環境の改善を図ります。 

No. 施策名 内容 担当課 

37  
就労環境の改善に関わ

る情報提供 

男女共同参画社会基本法や雇用機会均等法24等に

ついて、羽島商工会議所と連携を図りながら、パ

ンフレット等を配布し、就業の場における男女共

同参画の促進に努めます。 

商工観光課 

指標名 基準値 目標値 

職場において男女の地位が「平等」と

感じている人の割合 
25.7％ 40％ 

 

                        
23 創業支援等事業計画：市町村が創業支援等事業者（地域金融機関、商工会議所、ＮＰＯ法人等）とともに、創業に関

する目標、支援内容、支援期間等について策定する計画。国の認定を受けることで、信用保証の特例、登録免許税の軽

減、補助金等の支援措置が創業支援等事業者や創業者に適用される。 
24 雇用機会均等法：職場における男女の差別を禁止し、募集・採用・昇給・昇進・教育訓練・定年・退職・解雇などの

面で男女とも平等に扱うことを定めた法律。 
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方針１ 女性の社会参加の促進 

（１）女性の参画を促進する基盤づくり 

文化活動・スポーツ活動、コミュニティ活動に加え、さまざまな社会活動に参画でき

る女性の人材発掘や育成に積極的に取り組むとともに、ポジティブ・アクション（積極

的改善措置）の推進など、男女共同参画に関する意識の醸成を図ります。 

No. 施策名 内容 担当課 

38  
女性のスポーツ指導者

の育成 

スポーツ推進委員会に女性委員の活躍の場が明確

に位置づけられていることを踏まえ、積極的に研修

への参加を促すとともに、学んだことを発揮する機

会の創出に努めます。 

スポーツ推進課 

39  
女性団体の活性化の支

援 

市内で活動する羽島中央生活学校等の女性団体に

対し、男女共同参画の視点を取り入れ、政治・経

済・環境などについての学習の場を設けるよう助言

し、活動の活性化を図ります。 

市民協働課 

 

（２）政策・方針決定の場への参画促進 

女性の視点を活かした意見を市政に反映するため、市の審議会等への女性の登用を積

極的に進めます。 

No. 施策名 内容 担当課 

40  
審議会等への女性の登

用促進 

女性の視点を活かした意見を市政に反映するた

め、市の審議会等の委員への女性登用を積極的に進

めます。 

市民協働課 

及び関係課 

指標名 基準値 目標値 

審議会等委員への女性の登用率 
29.5％ 

（平成 31 年 4月 1 日） 
35％ 

41  女性の人材発掘 

女性の視点を活かした意見を市政に反映するた

め、広報紙や市ホームページ等で呼びかけを行い、

女性人材バンクの充実を図ります。 

市民協働課 

指標名 基準値 目標値 

女性人材バンクへの登録者数（累計） 32 人 60 人 
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No. 施策名 内容 担当課 

42  

市役所の各役職段階に

おける女性職員の積極

的な登用 

「羽島市における女性職員の活躍の推進に関する特

定事業主行動計画」に基づき、市役所の各役職段階

における女性職員の積極的な登用促進に努めます。 

職員課 

指標名 基準値 目標値 

市役所の各役職段階に占める女性職

員の割合 

部長級  5.9% 

課長級 12.5% 

課長補佐 30.6% 

係 長 28.6% 
（平成 31 年 4月 1 日） 

部長級 10% 

課長級 15% 

課長補佐 30% 

係 長 35% 

 

（３）新たな分野への取組み 

新たな取組みを必要とする分野（科学技術、まちづくり、観光、環境など）における

男女共同参画の推進や、それぞれの分野における優良事例の情報共有を行います。 

No. 施策名 内容 担当課 

43  
新たな分野における女

性の参画促進 

女性が新たな分野で活躍できるよう、広報紙や市

ホームページにおいて、女性人材バンクへの登録や

人材育成の講座等の紹介を行います。また、市役所

内で情報共有を行い、女性の参画促進を図ります。 

市民協働課 

及び関係課 

指標名 基準値 目標値 

女性人材バンクへの登録者数（累

計）【再掲】 
32 人 60 人 

 

方針２ 家庭・地域社会における男女共同参画の推進 

（１）家庭生活・地域コミュニティ活動への男女共同参画の促進 

多様なライフスタイルを持つあらゆる世代の男女が対等なパートナーとして、家庭生

活を営むとともに、地域コミュニティ活動に参加しやすい環境づくりを推進します。 

No. 施策名 内容 担当課 

44  
ＰＴＡ活動への参加促

進 

共働き家庭が多い中、父親・母親にこだわらずＰ

ＴＡ全体として児童生徒の健全な成長を促進し、青

少年育成の進展に貢献するため、各単位ＰＴＡの活

動内容を工夫し、参加しやすいＰＴＡとなるよう支

援します。 

生涯学習課 

45  

地域コミュニティ活動

への参加促進 

社会から孤立しがちな傾向にある定年後の男性な

どに対し、新たな趣味や生きがいを見つけるきっか

けとして講座への参加促進に努めます。また、学ん

だ知識や能力を地域で活かせるよう働きかけます。 

生涯学習課 

46  

自治会運営について支援するとともに、自治会活

動における役員等への女性の参画を促進し、男女共

同参画を推進します。 

市民協働課 
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（２）自主的な市民活動の促進 

まちづくり活動を生み出す市民交流の機会や、さまざまな活動の場において、市民が

容易に情報収集できる仕組みを通して、コミュニティ活動への自主的な参加を促します。 

No. 施策名 内容 担当課 

47  
コミュニティセンター

活動の推進 

コミュニティセンターの管理・運営を支援し、講

座や事業の開催時期、内容などについて、男女共同

参画の推進につながる企画立案を支援します。 

市民協働課 

48  出前講座の開催 

市民に対して、広く学びの場を提供するため、市

職員が講師となり、各種講座を行います。また、市

民のニーズや社会情勢に見合った内容を提供できる

よう、講座の充実を図ります。 

生涯学習課 

及び関係課 

指標名 基準値 目標値 

出前講座の実施回数（年間） 82 回 93 回 

 

（３）各種団体の活性化とネットワークづくりへの支援 

国、県、近隣市町との連携だけでなく、各種団体とのパートナーシップによる活動を

促進するとともに、多岐にわたる活動団体相互のネットワークづくりを推進します。 

No. 施策名 内容 担当課 

49  
ネットワークづくりへ

の活動支援 

ＮＰＯ25や各種団体が行う男女共同参画の推進に

つながる活動を支援します。また、それら団体のネ

ットワークの形成を支援します。 

市民協働課 

及び関係課 

指標名 基準値 目標値 

市民活動団体登録数（累計） 7 団体 12 団体 

 

（４）防災活動への男女共同参画の促進 

男女のニーズの違いを考慮した防災対策など、防災活動に男女共同参画の視点を取り

入れ、地域における安全・安心なまちづくりを推進します。 

No. 施策名 内容 担当課 

50  
レスキュークロス羽島
26の推進 

災害発生時、地区住民による救護活動のリーダー 

的存在となるよう、応急手当の普及及び啓発を行う 

レスキュークロス羽島の女性会員の増員及び育成を

図ります。 

消防本部 

救急指令課 

指標名 基準値 目標値 

レスキュークロス羽島の女性会員数

（累計） 
19 人 25 人 

                        
25 ＮＰＯ：民間の非営利組織のこと。福祉や環境、まちづくり、国際協力等の社会的な問題に市民が主体的に取り組ん

でいる組織。 
26 レスキュークロス羽島：応急手当普及を図り、広く地域に貢献することを目的として平成 14 年に設立されたボラン

ティア団体。会員の多くは応急手当指導員・普及員に認定され、心肺蘇生法やＡＥＤの使用方法などを指導している。 
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No. 施策名 内容 担当課 

51  女性消防団員の推進 

火災の予防と火災による被害の軽減を図るため、

女性消防団員による市民への火災予防啓発活動や防

火指導に努めます。 

消防本部 

消防総務課 

指標名 基準値 目標値 

女性消防団員数（累計） 15 人 20 人 

52  

防災・災害復旧活動に

おける男女共同参画の

推進    【新規】 

災害発生時の避難所運営等において、女性・子ど

も・要配慮者に配慮した運営が行われるよう、市民

への意識啓発に努めます。また、地域の自主防災活

動において、女性の参画が促進されるよう働きかけ

ます。 

危機管理課 

 

（５）外国人との共生社会の実現 

市民の国際感覚や異文化理解を深めるとともに、外国人との地域住民との交流を促進

し、住みやすいまちづくりを推進します。 

No. 施策名 内容 担当課 

53  
国際交流活動の充実 

【拡充】 

市民の国際感覚を養うため、オリンピックを契機

とした国際交流活動を促進するとともに、異文化理

解講座等を行う羽島市国際交流協会の活動を支援し

ます。 

市民協働課 

指標名 基準値 目標値 

国際交流協会実施講座の参加者数（年

間） 
605 人 650 人 

54  

外国人地域共生社会推

進事業の実施  

【新規】 

外国人技能実習生との地域交流事業等を実施する

市内在住等の市民に対し、報償金を交付し、外国人

共生社会を推進します。 

市民協働課 

55  
多言語対応の促進 

【新規】 

市役所窓口や市ホームページ及び公共施設等のサ

インシステムの多言語化について検討を進め、外国

人との共生社会の実現を促進します。 

市民協働課 

及び関係課 
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方針１ 自立を支える健幸と福祉の推進 

（１）高齢者・障がい者への支援 

高齢者や障がいのある方が、生涯にわたり住み慣れた地域で安心して暮らすことがで

きるよう、各種福祉施策の充実を図ります。 

No. 施策名 内容 担当課 

56  
地域で高齢者を支える 

体制づくり 

 民生委員・児童委員と連携し、ひとり暮らし、ね

たきり及び認知症高齢者の見守りを行う訪問活動

や、高齢者の孤立化を防ぎ介護予防につなげる、ふ

れあい活動を継続して実施します。 

高齢福祉課 

指標名 基準値 目標値 

認知症サポーター養成講座受講者数

（累計） 
2,546 人 3,950 人 

57  
高齢者の社会参画の促

進 

高齢者の生きがいづくりや就労支援を促進するた

め、シルバー人材センターに対し、高齢者の就業機

会を増やすなど社会参画活動を支援します。 

高齢福祉課 

58  介護予防対策の推進 

健康体操や認知症予防などの介護予防を目的とし

た各種教室を開催します。また、地域住民による自

主的な介護予防活動を実施する団体の設立や運営を

支援するとともに、社会福祉協議会と連携し、介護

予防の担い手の育成やフォローアップ、活動内容の

多様化を図ります。 

高齢福祉課 

指標名 基準値 目標値 

通いの場の運営団体数（累計） 6 団体 12 団体 

59  
障がい者への経済的支

援 

福祉医療制度により、重度心身障がい者が医療機

関で診療を受けた際の保険診療にかかる自己負担分

を助成します。また、各種福祉手当を支給し、経済

的な支援に努めます。 

保険年金課 

60  
総合的な障がい者施策

の推進 

障がいのある男女それぞれのニーズへの対応に配

慮しつつ、サービスの充実を図るとともに、障がい

のある方が社会生活を送る上で直面するさまざまな

障壁等の除去に向けて、各種施策を総合的に推進し

ます。 

福祉課 

指標名 基準値 目標値 

障がい者福祉サービスの利用者数

（年間） 
701 人 819 人 
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No. 施策名 内容 担当課 

61  

障がい者の自立のため

の環境整備 

【拡充】 

子の発育状況により必要に応じて、療育機関を紹

介するとともに、保健センターにおいて遊びの教室

や心理相談を実施します。 

子育て・健幸課 

62  

日常会話が可能なレベルの手話の基礎知識を習得

するため、手話奉仕員養成講座を開催し、手話への

理解促進を深めるとともに、手話を使いやすい環境

づくりの構築に努めます。 

福祉課 

63  

障がいのある方や、障がい児及び発達障がいの疑

いがある児童及びその保護者に対し、専門の相談員

が相談に応じるなど、必要な支援を行います。ま

た、基幹相談支援センター27及び地域生活支援拠点
28を整備し、より一層の支援体制の充実を図りま

す。 

福祉課 

指標名 基準値 目標値 

地域生活支援拠点等の整備箇所数

（累計） 
- 1 箇所 

64  広報・啓発活動の推進 

発達障害啓発週間29や障害者週間30等の周知を広

報紙、市ホームページ及びＳＮＳで行うことによ

り、障がい者への理解促進に努めます。 

福祉課 

 

（２）生活困窮者・ひとり親家庭への支援 

生活困窮者・ひとり親家庭の方が安心して自立した生活を送ることができるよう、就

労・経済的支援を行います。 

No. 施策名 内容 担当課 

65  生活困窮者自立支援 

生活保護に至る前段階の生活困窮者の自立を支援

するため、就労・自立に関する相談支援等を行いま

す。 

福祉課 

指標名 基準値 目標値 

生活困窮者等の就労による収入増加

者数（年間） 
11 人 20 人 

                        
27 基幹相談支援センター：地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、相談支援に関する業務を総合的に

行うことを目的とする施設。 
28 地域生活支援拠点：障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、居住支援のための機能を地域の実情に応じ

て整備し、障がい者の生活を地域全体で支えるサービス提供体制。 
29 発達障害啓発週間：毎年 4月 2日～8日を発達障害者啓発週間とし、障がい者が社会、経済、文化その他あらゆる分

野の活動に積極的に参加すること等を促進するため、障がい者の自立及び社会参加の支援のためのさまざまな取組みを

実施している。 
30 障害者週間：毎年 12 月 3日～9日を障害者週間とし、自閉症をはじめとする発達障がいへの理解促進の啓発活動を実

施している。 
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No. 施策名 内容 担当課 

66  
ひとり親家庭への自立

支援 

ひとり親家庭の子どもの学習支援・居場所づくり

を推進するとともに、相談業務の実施に加え、生活

の安定のため、就労等自立に向けた支援を行いま

す。 

子育て・健幸課 

67  
ひとり親家庭への経済

的支援 

福祉医療制度により、医療機関で診療を受けた際

の保険診療にかかる自己負担分を助成します。ま

た、児童扶養手当法に基づき、対象者に手当を支給

し、経済的な支援に努めます。 

保険年金課 

 

方針２ 心と体の健幸づくり 

（１）生涯を通じた健幸づくりの支援 

更年期などに起こる身体の変化についての知識の普及を進め、男女ともにその理解を

深めるとともに、壮年期、老年期の健康増進と疾病予防のため、健康に関する正しい知

識を普及し、健康管理への自覚を高められるよう助言・指導に努めます。 

No. 施策名 内容 担当課 

68  
健幸づくりの取組みへ

の支援 

生涯を通じた健幸の保持増進のため、各種健康診

査や健幸教室等の受診率向上及び啓発に努めるとと

もに、健幸ポイント制度の活用を図り、健幸づくり

に取り組みやすい環境整備に努めます。 

子育て・健幸課 

指標名 基準値 目標値 

健康増進等教室参加者数（年間） 1,306 人 1,500 人 

69  
女性の生涯を通じた健

幸のための支援 

避妊、妊娠、不妊、性感染症、婦人科的疾患、更

年期障害、その他女性の健康をめぐるさまざまな問

題について安心して相談できる体制を整備します。

また、保健センター等において、母子保健に携わる

保健師等に対する研修等を行い、スタッフの資質の

向上を図ります。 

子育て・健幸課 

指標名 基準値 目標値 

妊婦健康診査の受診率 73.4％ 80％ 

70  
中核医療機関としての 

情報の充実 

地域の保健・医療・福祉へ貢献することを目的と

して、定期的に市民向け講習会を開催し、最新の治

療・予防・薬などの情報提供を行います。また、主

に市民に向けた広報誌や、開業医・老人保健施設に

向けた広報誌の発行により、病院の医療についての

理解促進に努めます。 

市民病院事務局

総務課 
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No. 施策名 内容 担当課 

71  

国民健康保険及び後期

高齢者医療における健

康増進と疾病予防事業

の推進 

生活習慣病に着目した特定健康診査（国民健康保

険）、健康診査（後期高齢者医療）を実施するとと

もに、人間ドックの費用を助成します。また、国民

健康保険では、生活習慣病の発症リスクが高い方に

対する特定保健指導等を行います。 

保険年金課 

指標名 基準値 目標値 

特定健康診査の受診率 36.0％ 60％ 

72  県立看護大学との連携 

男女共同参画の視点に立った看護・介護を実践す

るだけでなく、地域との連携の強化及び現場の改善

など、さまざまなテーマで同大学との連携を図りま

す。 

市民病院事務局

総務課 

73  
喫煙・飲酒に関する正

確な情報提供 

喫煙、飲酒について、その健康被害に関する情報

提供を行います。特に女性については、妊娠中の喫

煙や飲酒が胎児に大きな影響を及ぼすことがあるた

め、正確な情報提供に努めます。 

子育て・健幸課 

74  
生涯にわたるスポーツ

活動の推進 

いつでも、どこでもスポーツに親しむことができ

る生涯スポーツ社会の実現を目指し、市内の総合型

地域スポーツクラブの自立運営を支援します。 

スポーツ推進課 

指標名 基準値 目標値 

総合型地域スポーツクラブに加入し

ている人数（累計） 
1,471 人 1,950 人 
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【羽島市DV防止対策基本計画31】 

 

方針１ 暴力を許さない社会づくり 

（１）暴力を許さない市民意識の醸成 

配偶者やパートナーに対する暴力などの予防や根絶に向けた取組みを推進するととも

に、二次被害を防止するために被害者と接することになる関係者への啓発や研修に努め

ます。 

No. 施策名 内容 担当課 

75  
女性や子どもへの暴力

の防止に関する啓発 

ＤＶのほか、性犯罪や売買春、人身売買、ストー

カー行為等女性の人権を著しく侵害する暴力をなく

すため正しい知識の普及を図り、暴力等を容認しな

い環境づくりに努めます。また、11 月の「女性に

対する暴力をなくす運動」期間に相談機関のチラシ

の配布などの啓発活動を行います。 

子育て・健幸課 

指標名 基準値 目標値 

ＤＶについて知識として知っている

人の割合 
41.2％ 50％ 

76  

子どもへの虐待防止対

策の推進 

    【拡充】 

虐待のリスクの高い家庭について、関係機関と連

携し、情報共有や定期的な見守りを行うとともに、

早期対応ができる体制づくりに努めます。また、Ｓ

ＯＳの出し方について、学校・家庭・地域に広く周

知します。 

学校教育課 

77  

人権擁護委員・岐阜地方法務局職員等による相談

窓口（岐阜地方法務局に設置「子どもの人権 110

番」）の普及に努めます。 

市民相談室 

78  

関係機関と情報共有を図りながら、虐待防止に向

け、早期に発見・対応できるよう努めます。また、

養育環境の把握や子育てに関する助言、情報提供を

実施し、子育て家庭の孤立化を防ぎ、健全な育成環

境の確保に努めます。 

子育て・健幸課 

79  

年々増加する児童虐待に関する相談について、相

談窓口の強化を図るとともに、児童福祉法に義務づ

けられた子ども家庭総合支援拠点32の整備を進めま

す。                 

子育て・健幸課 

                        
31 羽島市ＤＶ防止対策基本計画：「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」の第 2条の 3第 3項に

基づく、市町村基本計画に相当するもの。 
32 子ども家庭総合支援拠点：市町村に住むすべての子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、実情の把握、子ども等に

関する相談全般から通所・在宅支援を中心としたより専門的な相談対応や必要な調査、訪問等による継続的なソーシャ

ルワーク業務までを行う機能を担う拠点。 
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No. 施策名 内容 担当課 

80  
若年者に対する予防啓

発 

若年者に対して、学校における道徳教育や人権教

育の中で、デートＤＶなど人権尊重と暴力を許さな

い意識の醸成を図ります。 

学校教育課 

81  
各種ハラスメント33の

防止に向けた啓発 

市民や事業所に対し、各種ハラスメントを未然に

防ぐため、関係機関と連携しながら、パンフレット

等を配布するなど、正しい知識の普及に努めます。 

市民協働課 

商工観光課 

指標名 基準値 目標値 

ハラスメントについて知識として知

っている人の割合 
－ 50％ 

 

方針２ 安心して生活できる社会づくり 

（１）安心して相談できる体制づくり 

一層多様化する社会状況のもとで、被害者・加害者の置かれている状況や背景を理解

しながら適切な対応ができるよう、相談体制の充実を図ります。 

No. 施策名 内容 担当課 

82  

配偶者やパートナーか

らの暴力・児童虐待に

関する相談体制の充実 

ＤＶ等被害者が潜在化しないよう相談しやすい窓

口の設置を行うとともに、被害者の状況に応じた相

談対応や助言ができるよう相談体制の充実に努めま

す。 

子育て・健幸課 

83  
各種相談窓口の周知・ 

啓発 

ＤＶ相談窓口について、イクナビ、市子育てハン

ドブック、広報紙等に掲載するとともに、公共施設

等に窓口の連絡先等を記載したカードを設置するこ

とで、相談窓口の周知・啓発の強化を図ります。 

子育て・健幸課 

指標名 基準値 目標値 

セクハラや、ＤＶの被害にあった際に

相談しなかった人の割合 
52.9％ 40％ 

 

  

                        
33 各種ハラスメント：相手に対して行われる「嫌がらせ」のことで、行う側の意識の有無には関係がないため、たとえ

本人にそのつもりがない場合でも、相手を傷つける行為、苦痛を与える行為、不利益を与える行為等はハラスメントに

該当する。代表的なハラスメントとして、セクシャル・ハラスメント、パワー・ハラスメント、マタニティ・ハラスメ

ント、パタニティ・ハラスメント、モラル・ハラスメントなどが挙げられる。 
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（２）ＤＶ等の対策の充実 

関係機関が相互に連携を図りながら、被害者の保護及び自立支援を円滑かつ適切に行

うため、体制の整備に努めます。 

No. 施策名 内容 担当課 

84  

被害者の安全確保 

警察や県女性相談センター等の関係機関との連携

を強化し、被害者やその同伴家族の安全確保を最優

先として、必要な支援を受けることのできる体制の

充実に努めます。 

子育て・健幸課 

85  

被害者の住所等が加害者に知られることのないよ

う、ＤＶ及びストーカー行為等に係る住民基本台帳

事務における支援措置について、関係自治体及び関

係課が連携して、被害者情報の管理を適正に行いま

す。 

市民課 

86  
自立のための支援体制

の充実 

被害者の個別状況の正確な理解に努めるととも

に、本人の意思を尊重した支援を行います。また、

被害者が安全かつ早期に自立に向けた生活が送れる

よう関係機関等との連携を図り、適切な情報提供や

経済的支援を行います。 

子育て・健幸課 
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第４章 プランの推進 

 

１ 市役所における推進体制の整備 

男女共同参画に関する施策を総合的に推進するため、男女共同参画に関する取組みを

関係各課と連携を図り実施します。また、各施策を推進する職員一人ひとりが男女共同

参画意識を高く持ち、率先して行動できるよう意識の向上を図ります。 

 

（１）男女がともに活躍できる職場環境づくり 

市の「女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画」では、女性職員の管理職

登用率の促進、男性職員の育児休暇取得の推進等を位置づけ、女性職員のキャリアアッ

プ支援や男性の家庭生活への参画を促進しています。また、子育て世代の職員を対象に

柔軟な勤務形態への対応を図り、男女がともに活躍できる継続的な職場環境づくりに努

めます。 
 

（２）男女共同参画の視点を取り入れた行政運営 

男女共同参画の精神に基づく調和と均衡のとれた豊かな社会を築くために、政策・方

針決定過程に男女がともに参画し、それぞれの意見を反映させるとともに、男女双方の

視点に十分配慮した審議会等の運営を促進します。 

男女共同参画に関する行政情報については、市ホームページや広報紙をはじめとして、

フェイスブック等のＳＮＳを活用し、積極的かつわかりやすい情報の提供に努めます。  

また、男女共同参画の一層の推進に向け、申請書等に性別欄を記載する必要のない公

文書については、順次、性別欄の削除に努めます。 

 

（３）市職員の意識改革・人材育成 

  市の内部における男女共同参画推進担当者の設置について、検討を進めるとともに、

関係各課の連携を深め、職員の男女共同参画意識の啓発に努めます。また、職員による

連絡・連携の機能を充実させ、横断的な推進体制を整備します。 

  これにより、女性の政策決定の場への参画及び業務配分など、ジェンダーによる差別

のない組織づくりを進めていきます。 
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２ 市民参加によるプランの推進 

市民を主体としたまちづくりに向けて、既存の地域活動などにとらわれず、性差の概

念にとらわれることのないさまざまな意見を集約することが必要不可欠であり、男女双

方の声が反映されて、初めて誰もが住みよいまち「羽島」が実現すると言えます。 

市のまちづくりに関する基本的な考え方・ルールをまとめた「羽島市まちづくり基本

条例」では、市民、議会及び市長等がそれぞれの特性を理解し、役割を認識した上でお

互いに対等な立場として尊重し、補足し合いながら協力する「協働」によるまちづくり

を推進しています。 

男女共同参画に関する施策を着実に推進し、本プランをより実効性のあるものとする

ため、市民や有識者からなる「男女共同参画懇話会」において、進捗状況の確認を行い

ながら、本プランの推進を図ります。 

３ 国・県・他の自治体との連携と情報収集 

本プランを効率的かつ効果的に推進するため、国・県・他の自治体との連携を強化し、

男女共同参画に関する方向性との整合を図ります。また、先進事例などの情報収集を行

い、収集した情報の積極的な発信に努めます。 

 

４ プランの進行管理 

本プランでは、数値による評価が可能なものについては、施策ごとに指標を設定して

います。これらの指標を活用し、進捗状況や成果を定期的に評価・検証し、次年度以降

の施策の推進に反映していきます。 

「計画（Ｐｌａｎ）」、「実行（Ｄｏ）」、「評価・検証（Ｃｈｅｃｋ）」、「改善（Ａｃｔ

ｉｏｎ）」のサイクルの中で、施策の実効性を高めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

PDCA 

サイクル 

施策の評価・検証 

具体的な施策の実施 

計画の立案、策定 

改善の検討 
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５ 指標一覧 

基準値は、平成 30 年度の数値とし、目標値は、令和 6年度の数値としています。 

 ※ただし、これによらない場合は、（   ）内に記載。 

羽島市第六次総合計画後期実施計画において、指標を設定しているものについては、「備考」欄

に○印を記載しています。 

 

基本目標１ 男女共同参画社会を支える市民の意識づくり 

 

No. 施策名 指標名 定義【算出式】 基準値 目標値 
備

考 
頁 

3 
家庭教育学

級の開催 

家庭教育学級

の参加率 

市立幼稚園、各小中学校及び義

務教育学校の家庭教育学級の

各講座に参加した人の割合（年

間） 

 

【（市立幼稚園、各小中学校及

び義務教育学校の家庭教育学

級の各講座参加者数/市立幼稚

園、各小中学校及び義務教育学

校の家庭教育学級の対象者数）

×100】 

66.6％ 70％  47 

9 

ＬＧＢＴ等

への理解促

進 

ＬＧＢＴの内

容を知ってい

る人の割合 

市民意識調査に答えた市民の

うち、「LGBT の内容を知ってい

る」と答えた市民の割合 

 

【（LGBT の内容を知っていると

答えた市民の数/市民意識調査

に答えた市民の数）×100】 

35.6％ 50％  48 

13 
道徳教育の

充実 

全国学力・学習

状況調査にお

ける豊かな人

間性に関する

質問の回答平

均 

全国学力・学習状況調査（小学

6 年生、中学 3 年生対象）にお

いて、豊かな人間性（人の気持

ちがわかる人間になりたいと

思うかなど）に関する質問に対

して、「当てはまる」、「どちらか

といえば当てはまる」と回答し

た児童生徒の割合の平均 

 

（年度によって質問が異なる

ため、年度ごとに豊かな人間性

に関すると考えられる質問を

取り上げて平均を求める。） 

 

【（豊かな人間性に関する質問

に「当てはまる」、「どちらかと

いえば当てはまる」と答えた児

童生徒）/全国学力・学習状況調

査に回答した児童生徒総数×

100】 

 

【小学生】 

市 89.2％ 

県 89.3％ 

国 90.2％ 

 

 

 

【中学生】 

市 85.0％ 

県 85.4％ 

国 85.0％ 

国・県値を

上回る 
 49 
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No. 施策名 指標名 定義【算出式】 基準値 目標値 
備

考 
頁 

14 

コミュニテ

ィ・スクール

への参画 

コミュニティ・

スクールの理

解度 

市内各小中学校及び義務教育

学校の保護者に対し、毎年実施

する学校評価アンケートにお

いて、「コミュニティ・スクール

をよく理解している」と答えた

保護者の割合 

－ 60％  49 

15 

保護者に対

する男女平

等教育の働

きかけ 

家庭生活にお

いて男女の地

位が「平等」と

感じている人

の割合 

市民意識調査に答えた市民の

うち、「家庭生活において男女

の地位が『平等』と感じている」

と答えた市民の割合 

 

【（家庭生活において男女の地

位が『平等』と感じていると答

えた市民の数/市民意識調査に

答えた市民の数）×100】 

34.8％ 50％  49 

学校教育の場

において男女

の地位が「平

等」と感じてい

る人の割合 

市民意識調査に答えた市民の

うち、「学校教育の場において

男女の地位が『平等』と感じて

いる」と答えた市民の割合 

 

【（学校教育の場において男女

の地位が『平等』と感じている

と答えた市民の数/市民意識調

査に答えた市民の数）×100】 

53.5％ 65％  49 

16 

中学生向け

啓発リーフ

レットの作

成と配布 

各校における

男女共同参画

に関する授業・

講演会等の実

施回数（年間） 

市内各中学校における男女共

同参画に関する授業・講演会等

の年間実施回数 

－ 1 回/校  50 

17 

学習機会と

情報提供の

充実 

男女共同参画

に関する出前

講座実施回数

（年間） 

男女共同参画に関する出前講

座の年間実施回数 
1 回 2 回 ○ 50 

18 
自治会回覧

による啓発 

自治会回覧の

実施回数（年

間） 

男女共同参画に関するチラシ

の自治会回覧の年間実施回数 
－ 1 回  50 

地域活動の場

において男女

の地位が「平

等」と感じてい

る人の割合 

市民意識調査に答えた市民の

うち、「地域活動の場において

男女の地位が『平等』と感じて

いる」と答えた市民の割合 

 

【（地域活動の場において男女

の地位が『平等』と感じている

と答えた市民の数/市民意識調

査に答えた市民の数）×100】 

33.7％ 50％  50 

 

 

 

 



 

● 71 ● 

基本目標２ 男女がともに働くための環境づくり 

 

No. 施策名 指標名 定義【算出式】 基準値 目標値 
備

考 
頁 

21 
放課後児童

教室の実施 

放課後児童教

室待機児童数 
放課後児童教室の待機児童数 0 人 0 人  51 

22 

ファミリ

ー・サポー

ト・センタ

ー事業の推

進 

ファミリー・サ

ポート・センタ

ー事業利用件

数（年間） 

ファミリー・サポート・センタ

ー事業の年間利用件数 
465 件 640 件  51 

23 

病児保育・

病後児保育

事業の推進 

病児保育・病後

児保育事業利

用件数（年間） 

病児保育・病後児保育事業の年

間利用件数 
253 件 350 件 ○ 52 

26 
子育て相談

体制の充実 

子育て相談セ

ンター『羽っぴ

ぃ』への相談件

数（年間） 

子育て相談センター『羽っぴ

ぃ』への年間相談件数 
27 件 45 件 ○ 52 

地域子育て支

援拠点の利用

人数（年間） 

市内地域子育て支援拠点の年

間利用人数 
28,145 人 29,000 人  52 

29 

家庭児童相

談事業の充

実 

学校に行くの

が楽しい児童

生徒の割合 

全国学力・学習状況調査（小

学 6年生、中学 3年生対象）

において、「学校に行くのが楽

しい」に「当てはまる」、「ど

ちらかといえば当てはまる」

と回答した児童生徒の割合 

 

【（「学校に行くのが楽しい」に

「当てはまる」、「どちらかとい

えば当てはまる」と答えた児童

生徒）/全国学力・学習状況調査

に回答した児童生徒総数×

100】 

【小学生】 

83.1％ 

【中学生】 

80.9％ 

【小学生】 

86.1％ 

【中学生】 

83.9％ 

○ 53 

31 

子育て支援

企業認証・

表彰制度の

実施 

市の子育て支

援企業認証数

（累計） 

市の子育て支援企業認証・表彰

制度において、子育て支援企業

として認証した累計企業数 

－ 20 社 ○ 53 

32 

「子育てサ

ポート企

業」及び

「女性活躍

推進企業」

制度等の紹

介 

国の制度で認

定を受けた企

業数（累計） 

次世代育成支援対策推進法に

基づく「くるみん認定」、女性活

躍推進法に基づく「えるぼし認

定」により認定を受けた累計企

業数 

1 社 2 社  54 

県の制度で認

定登録を受け

た企業数（累

計） 

県の「ワーク・ライフ・バラン

ス推進エクセレント企業」とし

て認定登録を受けた累計企業

数 

365 社 875 社  54 

33 
パパママ教

室の充実 

パパママ教室

に参加した夫

婦の中での父

親の参加率 

パパママ教室に参加した夫婦

における父親の参加率 
96.9％ 100％  54 
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No. 施策名 指標名 定義【算出式】 基準値 目標値 
備

考 
頁 

35 

創業支援等

事業計画に

基づく創業

支援 

創業支援等事

業計画による

創業者数（年

間） 

市及び創業支援等事業者（羽島

商工会議所、市内金融機関等）

の支援を受けた年間創業者数 

27 人 30 人 ○ 55 

37 

就労環境の

改善に関わ

る情報提供 

職場において

男女の地位が

「平等」と感じ

ている人の割

合 

市民意識調査に答えた市民の

うち、「職場において男女の地

位が『平等』と感じている」

と答えた市民の割合 

 

【（職場において男女の地位が

『平等』と感じていると答えた

市民の数/市民意識調査に答え

た市民の数）×100】 

25.7％ 40％  55 

 

 

基本目標３ 男女がともに担うまちづくり 

 

No. 施策名 指標名 定義【算出式】 基準値 目標値 
備

考 
頁 

40 

審議会等へ

の女性の登

用促進 

審議会等委員

への女性の登

用率 

審議会等委員のうち女性の割

合 

 

【（審議会等委員の女性委員

数/総委員数）×100】 

29.5％ 
（平成 31 年 4 月 1 日） 

35％ ○ 56 

41 

43 

女性の人材

発掘 

女性人材バン

クへの登録者

数（累計） 

市女性人材バンクへの累計登

録者数 
32 人 60 人  

56 

57 

42 

市役所の各

役職段階に

おける女性

職員の積極

的な登用 

市役所の各役

職段階に占め

る女性職員の

割合 

市役所の各役職段階に占める

女性職員の割合 

 

【（市役所の各役職段階に占

める女性職員数/市役所の各

役職段階職員総数）×100】 

部長級 5.9% 

課長級 12.5% 

課長補佐 30.6% 

係 長 28.6% 
（平成 31 年 4 月 1 日） 

部長級 10% 

課長級 15% 

課長補佐 30% 

係 長 35% 

 57 

48 
出前講座の

開催 

出前講座の実

施回数（年間） 
出前講座の年間実施回数 82 回 93 回 ○ 58 

49 

ネットワー

クづくりへ

の活動支援 

市民活動団体

登録数（累計） 

市内で市民活動を行う団体の

うち羽島市市民活動団体登録

制度に登録している累計団体

数 

7 団体 12 団体 ○ 58 

50 

レスキュー

クロス羽島

の推進 

レスキューク

ロス羽島の女

性会員数（累

計） 

レスキュークロス羽島の累計

女性会員数 
19 人 25 人  58 

51 
女性消防団

員の推進 

女性消防団員

数（累計） 

市における女性消防団の累計

団員数 
15 人 20 人  59 

53 
国際交流活

動の充実 

国際交流協会

実施講座の参

加者数（年間） 

羽島市国際交流協会主催のイ

ベント、講座等への年間参加

者数 

605 人 650 人 ○ 59 
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基本目標４ 男女がともに健幸で自立した生活を送るための基盤づくり 

 

No. 施策名 指標名 定義【算出式】 基準値 目標値 
備

考 
頁 

56 

地域で高齢

者を支える

体制づくり 

認知症サポー

ター養成講座

受講者数（累

計） 

羽島市地域包括支援センター

が実施する認知症サポーター

養成講座の累計受講者数 

2,546 人 3,950 人 ○ 60 

58 
介護予防対

策の推進 

通いの場の運

営団体数（累

計） 

羽島市社会福祉協議会の生活

支援コーディネーターが支援

し、地域住民が主体となって介

護予防に取り組む「通いの場」

の累計運営団体数 

6 団体 12 団体 ○ 60 

60 

総合的な障

がい者施策

の推進 

障がい者福祉

サービスの利

用者数（年間） 

障がい福祉サービス（障がい児

通所サービス）の年間利用者数 
701 人 819 人 ○ 60 

63 

障がい者の

自立のため

の環境整備 

地域生活支援

拠点等の整備

箇所数（累計） 

市内に設置している地域生活

支援拠点の整備箇所数 
- 1 箇所 ○ 61 

65 
生活困窮者

自立支援 

生活困窮者等

の就労による

収入増加者数

（年間） 

生活困窮者自立支援制度、生活

保護制度利用者における就労

及び他法制度における年間の

収入増加者数 

11 人 20 人 ○ 61 

68 

健幸づくり

の取組みへ

の支援 

健康増進等教

室 参 加 者 数

（年間） 

成人を対象とした市内での集

団健幸教室、骨粗しょう症予防

教室、健幸プール教室等の年間

参加者数 

1,306 人 1,500 人 ○ 62 

69 

女性の生涯

を通じた健

幸のための

支援 

妊婦健康診査

の受診率 

妊婦健康診査と妊婦歯科健康

診査を受診した人の割合（年

間） 

 

【（妊婦健康診査受診者数＋妊

婦歯科健康診査受診者数）/（妊

婦健康診査受診券交付枚数＋

妊婦歯科健康診査受診券交付

枚数）×100】 

73.4％ 80％ ○ 62 

71 

国民健康保

険及び後期

高齢者医療

における健

康増進と疾

病予防事業

の推進 

特定健康診査

の受診率 

国民健康保険における特定健

康診査を受診した人の割合

（年間） 

 

【（特定健康診査の受診人数/

特定健康診査の対象者数）×

100】 

36.0％ 60％ ○ 62 

74 

生涯にわた

るスポーツ

活動の推進 

総合型地域ス

ポーツクラブ

に加入してい

る人数（累計） 

総合型地域スポーツクラブに

加入している累計人数 
1,471 人 1,950 人 ○ 63 
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基本目標５ 男女間の暴力がない社会づくり 

 

No. 施策名 指標名 定義【算出式】 基準値 目標値 
備

考 
頁 

75 

女性や子ど

もへの暴力

の防止に関

する啓発 

ＤＶについて

知識として知

っている人の

割合 

市民意識調査に答えた市民の

うち、「DVについて知識として

知っている」と答えた市民の

割合 

 

【（DV について知識として知っ

ていると答えた市民の数/市民

意識調査に答えた市民の数）×

100】 

41.2％ 50％  64 

81 

各種ハラス

メントの防

止に向けた

啓発 

ハラスメント

について知識

として知って

いる人の割合 

市民意識調査に答えた市民の

うち、「ハラスメントについて

知識として知っている」と答

えた市民の割合 

 

【（ハラスメントについて知識

として知っていると答えた市

民の数/市民意識調査に答えた

市民の数）×100】 

－ 50％  65 

83 

各種相談窓

口の周知・

啓発 

セクハラや、Ｄ

Ｖの被害にあ

った際に相談

しなかった人

の割合 

市民意識調査に答えた市民の

うち、「セクハラや、DVの被害

にあった際に相談しなかっ

た」と答えた市民の割合 

 

【（セクハラや、DV の被害にあ

った際に相談しなかったと答

えた市民の数/市民意識調査に

答えた市民の数）×100】 

52.9％ 40％  65 
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資 料 

男女共同参画社会基本法（抄） 

（平成１１年６月２３日法律第７８号） 

（最終改正：平成１１年１２月２２日法律第１６０号） 

 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた

様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお一層の努力が必

要とされている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応してい

く上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能

力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となっている。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を２１世紀の我が国社会を決定する最重要課題

と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進を図っ

ていくことが重要である。 

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来に向かっ

て国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的に推進するた

め、この法律を制定する。 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある

社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに

国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進する

ことを目的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 男女共同参画社会の形成男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆ 

る分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び

文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成することをいう。 

⑵ 積極的改善措置前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、 

男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

（男女の人権の尊重） 

第３条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による

差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその他の男女

の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 
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第４条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による固定的な役

割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及ぼすことにより、

男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることにかんがみ、社会における制度又は

慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配

慮されなければならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第５条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方公共団体に

おける政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されること

を旨として、行われなければならない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第６条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養

育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし、か

つ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として、行われなければならない。 

（国際的協調） 

第７条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有していることにか

んがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。 

（国の責務） 

第８条 国は、第３条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念（以下「基本

理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。

以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第９条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準

じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有

する。 

（国民の責務） 

第１０条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念にのっと

り、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。 

（法制上の措置等） 

第１１条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上又は財政

上の措置その他の措置を講じなければならない。 

（年次報告等） 

第１２条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとする男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提出しなければな

らない。 

 

第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策 

（男女共同参画基本計画） 

第１３条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、
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男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画基本計画」という。）を定

めなければならない。 

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

⑴ 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

⑵ 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推 

進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の

決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画

を公表しなければならない。 

５ 前２項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第１４条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参画計画」という。）

を定めなければならない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

⑴ 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施 

策の大綱 

⑵ 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策 

を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域に

おける男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市町村男女共同

参画計画」という。）を定めるように努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更

したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第１５条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、

及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。 

（国民の理解を深めるための措置） 

第１６条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深めるよう適

切な措置を講じなければならない。 

（苦情の処理等） 

第１７条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社会の

形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置及び性別による差

別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵害された場合におけ

る被害者の救済を図るために必要な措置を講じなければならない。 

（調査研究） 

第１８条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究

その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推進するように努

めるものとする。 
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（国際的協調のための措置） 

第１９条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は国際機関と

の情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推進を図るために

必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第２０条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民間の団体

が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供その他の必要な措置

を講ずるように努めるものとする。 

 

第３章 男女共同参画会議 

（設置） 

第２１条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２２条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

⑴ 男女共同参画基本計画に関し、第１３条第３項に規定する事項を処理すること。 

⑵ 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成 

の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。 

⑶ 前２号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係 

各大臣に対し、意見を述べること。 

⑷ 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及び政府の施 

策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及 

び関係各大臣に対し、意見を述べること。 

（組織） 

第２３条 会議は、議長及び議員２４人以内をもって組織する。 

（議長） 

第２４条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

２ 議長は、会務を総理する。 

（議員） 

第２５条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

⑴ 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 

⑵ 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命する者 

２ 前項第２号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の１０分の５未満であってはならない。 

３ 第１項第２号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の総数の１０

分の４未満であってはならない。 

４ 第１項第２号の議員は、非常勤とする。 

（議員の任期） 

第２６条 前条第１項第２号の議員の任期は、２年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

２ 前条第１項第２号の議員は、再任されることができる。 

（資料提出の要求等） 
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第２７条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対

し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めるこ

とができる。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する者以外の

者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

（政令への委任） 

第２８条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必要な事項

は、政令で定める。 

（以下省略） 
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女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

（平成２７年９月４日法律第６４号） 

（一部改正：令和元年６月５日法律第２４号） 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性がその個性と

能力を十分に発揮して職業生活において活躍すること（以下「女性の職業生活における活躍」という。）

が一層重要となっていることに鑑み、男女共同参画社会基本法（平成１１年法律第７８号）の基本理

念にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進について、その基本原則を定め、並びに国、地方

公共団体及び事業主の責務を明らかにするとともに、基本方針及び事業主の行動計画の策定、女性の

職業生活における活躍を推進するための支援措置等について定めることにより、女性の職業生活にお

ける活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって男女の人権が尊重され、かつ、急速な少子高齢化の進展、

国民の需要の多様化その他の社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現すること

を目的とする。 

（基本原則） 

第２条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活における活躍に係る男女間の格差の実情を踏

まえ、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性に対する採用、教育訓練、昇進、

職種及び雇用形態の変更その他の職業生活に関する機会の積極的な提供及びその活用を通じ、かつ、

性別による固定的な役割分担等を反映した職場における慣行が女性の職業生活における活躍に対し

て及ぼす影響に配慮して、その個性と能力が十分に発揮できるようにすることを旨として、行われな

ければならない。 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護その

他の家庭生活に関する事由によりやむを得ず退職することが多いことその他の家庭生活に関する事

由が職業生活に与える影響を踏まえ、家族を構成する男女が、男女の別を問わず、相互の協力と社会

の支援の下に、育児、介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に

果たしつつ職業生活における活動を行うために必要な環境の整備等により、男女の職業生活と家庭生

活との円滑かつ継続的な両立が可能となることを旨として、行われなければならない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の職業生活と家庭生活との両立に関し、本

人の意思が尊重されるべきものであることに留意されなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第３条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業生活における活躍の推進についての基本原則

（次条及び第５条第１項において「基本原則」という。）にのっとり、女性の職業生活における活躍の

推進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなければならない。 

（事業主の責務） 

第４条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対する職業

生活に関する機会の積極的な提供、雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境

の整備その他の女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を自ら実施するよう努めるととも

に、国又は地方公共団体が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に協力しなけれ



 

● 81 ● 

ばならない。 

第２章 基本方針等 

（基本方針） 

第５条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に関する施策を総合的かつ

一体的に実施するため、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針（以下「基本方針」と

いう。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

⑴ 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な方向 

⑵ 事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する基本的な事項 

⑶ 女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する重要事項 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、女性の職業生活における活躍を推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表しなけ

ればならない。 

５ 前２項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

（都道府県推進計画等） 

第６条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の区域内における女性の職業生活における活

躍の推進に関する施策についての計画（以下この条において「都道府県推進計画」という。）を定める

よう努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められているときは、基本方針及び都道府県推進計画）

を勘案して、当該市町村の区域内における女性の職業生活における活躍の推進に関する施策について

の計画（次項において「市町村推進計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。 

 

第３章 事業主行動計画等 

第１節 事業主行動計画策定指針 

第７条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主が女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組を総合的かつ効果的に実施することができるよう、基本方針に即して、次条第１項に規定

する一般事業主行動計画及び第１９条第１項に規定する特定事業主行動計画（次項において「事業主

行動計画」と総称する。）の策定に関する指針（以下「事業主行動計画策定指針」という。）を定めな

ければならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項につき、事業主行動計画の指針となるべきも

のを定めるものとする。 

⑴ 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 

⑵ 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容に関する事項 

⑶ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する重要事項 
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３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主行動計画策定指針を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

第２節 一般事業主行動計画等 

（一般事業主行動計画の策定等） 

第８条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業主」という。）であって、常時雇用する労働

者の数が１００人を超えるものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般事業主行動計画（一般事

業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以下同じ。）

を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け出なければならない。これを変更

したときも、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

⑴ 計画期間 

⑵ 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 

⑶ 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、厚生

労働省令で定めるところにより、採用した労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の

差異、労働時間の状況、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合その他のその事業におけ

る女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における活躍を推進するため

に改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案して、これを定めなければならない。この

場合において、前項第２号の目標については、採用する労働者に占める女性労働者の割合、男女の継

続勤務年数の差異の縮小の割合、労働時間、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合その

他の数値を用いて定量的に定めなければならない。 

４ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令

で定めるところにより、これを労働者に周知させるための措置を講じなければならない。 

５ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令

で定めるところにより、これを公表しなければならない。 

６ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、一般事業

主行動計画に定められた目標を達成するよう努めなければならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が１００人以下のものは、事業主行動計画策定指針

に即して、一般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け出

るよう努めなければならない。これを変更したときも、同様とする。 

８ 第３項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとする場

合について、第４項から第６項までの規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、

又は変更した場合について、それぞれ準用する。 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第９条 厚生労働大臣は、前条第１項又は第７項の規定による届出をした一般事業主からの申請に基づ

き、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主について、女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組に関し、当該取組の実施の状況が優良なものであることその他の厚生労働省令で定める

基準に適合するものである旨の認定を行うことができる。 

（認定一般事業主の表示等） 

第１０条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「認定一般事業主」という。）は、商品、役務の提供の
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用に供する物、商品又は役務の広告又は取引に用いる書類若しくは通信その他の厚生労働省令で定め

るもの（次項及び第１４条第１項においてにおいて「商品等」という。）に厚生労働大臣の定める表示

を付することができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等に同項の表示又はこれと紛らわしい表示を付し

てはならない。 

（認定の取消し） 

第１１条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、第９条の認定を

取り消すことができる。 

⑴ 第９条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 

⑵ この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 

⑶ 不正の手段により第９条の認定を受けたとき。 

（基準に適合する認定一般事業主の認定） 

第１２条 厚生労働大臣は、認定一般事業主からの申請に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、

当該事業主について、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関し、当該事業主の策定し

た一般事業主行動計画に基づく取組を実施し、当該一般事業主行動計画に定められた目標を達成した

こと、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和４７年法律第１１

３号）第１３条の２に規定する業務を担当する者及び育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う

労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号）第２９条に規定する業務を担当する者を選任し

ていること、当該女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施の状況が特に優良なもので

あることその他の厚生労働省令で定める基準に適合するものである旨の認定を行うことができる。 

（特例認定一般事業主の特例等） 

第１３条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「特例認定一般事業主」という。）については、第８条

第１項及び第７項の規定は、適用しない。 

２ 特例認定一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、毎年少なくとも１回、女性の職業生

活における活躍の推進に関する取組の実施の状況を公表しなければならない。 

（特例認定一般事業主の表示等） 

第１４条 特例認定一般事業主は、商品等に厚生労働大臣の定める表示を付することができる。 

２ 第１０条第２項の規定は、前項の表示について準用する。 

（特例認定一般事業主の認定の取消し） 

第１５条 厚生労働大臣は、特例認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、第１２条の

認定を取り消すことができる。 

⑴ 第１１条の規定により第９条の認定を取り消すとき。 

⑵ 第１２条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 

⑶ 第１３条第２項の規定による公表をせず、又は虚偽の公表をしたとき。 

⑷ 前号に掲げる場合のほか、この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 

⑸ 不正の手段により第１２条の認定を受けたとき。 

（委託募集の特例等） 

第１６条 承認中小事業主団体の構成員である中小事業主（一般事業主であって、常時雇用する労働者

の数が３００人以下のものをいう。以下この項及び次項において同じ。）が、当該承認中小事業主団体

をして女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施に関し必要な労働者の募集を行わせ
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ようとする場合において、当該承認中小事業主団体が当該募集に従事しようとするときは、職業安定

法（昭和２２年法律第１４１号）第３６条第１項及び第３項の規定は、当該構成員である中小事業主

については、適用しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、事業協同組合、協同組合連合会その他の特

別の法律により設立された組合若しくはその連合会であって厚生労働省令で定めるもの又は一般社

団法人で中小事業主を直接又は間接の構成員とするもの（厚生労働省令で定める要件に該当するもの

に限る。）のうち、その構成員である中小事業主に対して女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組を実施するための人材確保に関する相談及び援助を行うものであって、その申請に基づいて、

厚生労働大臣が、当該相談及び援助を適切に行うための厚生労働省令で定める基準に適合する旨の承

認を行ったものをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定する基準に適合しなくなったと認めるときは、

同項の承認を取り消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第１項に規定する募集に従事しようとするときは、厚生労働省令で定める

ところにより、募集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に関する事項で厚生労働省令で

定めるものを厚生労働大臣に届け出なければならない。 

５ 職業安定法第３７条第２項の規定は前項の規定による届出があった場合について、同法第５条の３

第１項及び第４項、第５条の４、第３９条、第４１条第２項、第４２条第１項、第４２条の２、第４

８条の３第１項、第４８条の４、第５０条第１項及び第２項並びに第５１条の規定は前項の規定によ

る届出をして労働者の募集に従事する者について、同法第４０条の規定は同項の規定による届出をし

て労働者の募集に従事する者に対する報酬の供与について、同法第５０条第３項及び第４項の規定は

この項において準用する同条第２項に規定する職権を行う場合について、それぞれ準用する。この場

合において、同法第３７条第２項中「労働者の募集を行おうとする者」とあるのは「女性の職業生活

における活躍の推進に関する法律第１６条第４項の規定による届出をして労働者の募集に従事しよ

うとする者」と、同法第４１条第２項中「当該労働者の募集の業務の廃止を命じ、又は期間」とある

のは「期間」と読み替えるものとする。 

６ 職業安定法第３６条第２項及び第４２条の３の規定の適用については、同法第３６条第２項中「前

項の」とあるのは「被用者以外の者をして労働者の募集に従事させようとする者がその被用者以外の

者に与えようとする」と、同法第４２条の３中「第３９条に規定する募集受託者」とあるのは「女性

の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号）第１６条第４項の規定によ

る届出をして労働者の募集に従事する者」とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第２項の相談及び援助の実施状況について報告を求

めることができる。 

第１７条 公共職業安定所は、前条第４項の規定による届出をして労働者の募集に従事する承認中小事

業主団体に対して、雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を提供し、かつ、これらに基づき当該

募集の内容又は方法について指導することにより、当該募集の効果的かつ適切な実施を図るものとす

る。 

（一般事業主に対する国の援助） 

第１８条 国は、第８条第１項若しくは第７項の規定により一般事業主行動計画を策定しようとする一

般事業主又はこれらの規定による届出をした一般事業主に対して、一般事業主行動計画の策定、労働

者への周知若しくは公表又は一般事業主行動計画に基づく措置が円滑に実施されるように相談その
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他の援助の実施に努めるものとする。 

第３節 特定事業主行動計画 

第１９条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれらの職員で政令で定めるもの（以下「特定

事業主」という。）は、政令で定めるところにより、事業主行動計画策定指針に即して、特定事業主行

動計画（特定事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。

以下この条において同じ。）を定めなければならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

⑴ 計画期間 

⑵ 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 

⑶ 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、内閣府令で定めるとこ

ろにより、採用した職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異、勤務時間の状況、管

理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他のその事務及び事業における女性の職業生活に

おける活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における活躍を推進するために改善すべき事情に

ついて分析した上で、その結果を勘案して、これを定めなければならない。この場合において、前項

第２号の目標については、採用する職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小

の割合、勤務時間、管理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他の数値を用いて定量的に定

めなければならない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを職員に周知さ

せるための措置を講じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

ばならない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも１回、特定事業主行動計画に基づく取組の実施の状況を公表しなけ

ればならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、特定事業主行動計画に定め

られた目標を達成するよう努めなければならない。 

第４節 女性の職業選択に資する情報の公表 

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第２０条 第８条第１項に規定する一般事業主（常時雇用する労働者の数が３００人を超えるものに限

る。）は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に

資するよう、その事業における女性の職業生活における活躍に関する次に掲げる情報を定期的に公表

しなければならない。 

⑴ その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供に関する実 

 績 

⑵ その雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備に関する実績 

２ 第８条第１項に規定する一般事業主（前項に規定する一般事業主を除く。）は、厚生労働省令で定め

るところにより、職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業におけ

る女性の職業生活における活躍に関する前項各号に掲げる情報の少なくともいずれか一方を定期的

に公表しなければならない。 

３ 第８条第７項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を営み、又
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は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活における活躍に関す

る第１項各号に掲げる情報の少なくともいずれか一方を定期的に公表するよう努めなければならな

い。 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第２１条 特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとする女性の

職業選択に資するよう、その事務及び事業における女性の職業生活における活躍に関する次に掲げる

情報を定期的に公表しなければならない。 

⑴ その任用し、又は任用しようとする女性に対する職業生活に関する機会の提供に関する実績 

⑵ その任用する職員の職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する実績 

 

第４章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置 

（職業指導等の措置等） 

第２２条 国は、女性の職業生活における活躍を推進するため、職業指導、職業紹介、職業訓練、創業

の支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進するため、前項の措置と相まって、職業生活

を営み、又は営もうとする女性及びその家族その他の関係者からの相談に応じ、関係機関の紹介その

他の情報の提供、助言その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一部を、その事務を適切に実施することができ

るものとして内閣府令で定める基準に適合する者に委託することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該事務に従事していた者は、正当な理由なく、

当該事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（財政上の措置等） 

第２３条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する地方公共団体の施策を支援するために必

要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（国等からの受注機会の増大） 

第２４条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に資するため、国及び公庫等（沖縄振興開発金融

公庫その他の特別の法律によって設立された法人であって政令で定めるものをいう。）の役務又は物

件の調達に関し、予算の適正な使用に留意しつつ、認定一般事業主、特例認定一般事業主その他の女

性の職業生活における活躍に関する状況又は女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実

施の状況が優良な一般事業主（次項において「認定一般事業主等」という。）の受注の機会の増大その

他の必要な施策を実施するものとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等の受注の機会の増大その他の必要な施策を

実施するように努めるものとする。 

（啓発活動） 

第２５条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活における活躍の推進について、国民の関心と理解を

深め、かつ、その協力を得るとともに、必要な啓発活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第２６条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に資するよう、国内外における女性

の職業生活における活躍の状況及び当該取組に関する情報の収集、整理及び提供を行うものとする。 

（協議会） 
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第２７条 当該地方公共団体の区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する事務及び事

業を行う国及び地方公共団体の機関（以下この条において「関係機関」という。）は、第２２条第１項

の規定により国が講ずる措置及び同条第２項の規定により地方公共団体が講ずる措置に係る事例そ

の他の女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を活用することにより、当該区域において女

性の職業生活における活躍の推進に関する取組が効果的かつ円滑に実施されるようにするため、関係

機関により構成される協議会（以下「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区域内において第２２条第３項の規定による事

務の委託がされている場合には、当該委託を受けた者を協議会の構成員として加えるものとする。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるときは、協議会に次に掲げる者を構成員として

加えることができる。 

⑴ 一般事業主の団体又はその連合団体 

⑵ 学識経験者 

⑶ その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前２項の構成員（以下この項において「関係機関等」という。）が相互の連

絡を図ることにより、女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を共有し、関係機関等の連携

の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた女性の職業生活における活躍の推進に関する取組につ

いて協議を行うものとする。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところにより、その旨を公表

しなければならない。 

（秘密保持義務） 

第２８条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、正当な理由なく、協議会

の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 

第２９条 前２条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

 

第５章 雑則 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第３０条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、第８条第１項に規定す

る一般事業主又は認定一般事業主若しくは特例認定一般事業主である同条第７項に規定する一般事

業主に対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすることができる。 

（公表） 

第３１条 厚生労働大臣は、第２０条第１項若しくは第２項の規定による公表をせず、若しくは虚偽の

公表をした第８条第１項に規定する一般事業主又は第２０条第３項に規定する情報に関し虚偽の公

表をした認定一般事業主若しくは特例認定一般事業主である第８条第７項に規定する一般事業主に

対し、前条の規定による勧告をした場合において、当該勧告を受けた者がこれに従わなかったときは、

その旨を公表することができる。 

（権限の委任） 

第３２条 第８条、第９条、第１１条、第１２条、第１５条、第１６条、第３０条及び前条に規定する

厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところにより、その一部を都道府県労働局長に委任す

ることができる。 
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（政令への委任） 

第３３条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令で定める。 

 

第６章 罰則 

第３４条 第１６条第５項において準用する職業安定法第４１条第２項の規定による業務の停止の命

令に違反して、労働者の募集に従事した者は、１年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。 

第３５条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 

⑴ 第２２条第４項の規定に違反して秘密を漏らした者 

⑵ 第２８条の規定に違反して秘密を漏らした者 

第３６条 次の各号のいずれかに該当する者は、６月以下の懲役又は３０万円以下の罰金に処する。 

⑴ 第１６条第４項の規定による届出をしないで、労働者の募集に従事した者 

⑵ 第１６条第５項において準用する職業安定法第３７条第２項の規定による指示に従わなかった 

 者 

⑶ 第１６条第５項において準用する職業安定法第３９条又は第４０条の規定に違反した者 

第３７条 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金に処する。 

⑴ 第１０条第２項（第１４条第２項において準用する場合を含む。）の規定に違反した者 

⑵ 第１６条第５項において準用する職業安定法第５０条第１項の規定による報告をせず、又は虚偽 

の報告をした者 

⑶ 第１６条第５項において準用する職業安定法第５０条第２項の規定による立入り若しくは検査 

を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をした者 

⑷ 第１６条第５項において準用する職業安定法第５１条第１項の規定に違反して秘密を漏らした 

 者 

第３８条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業

務に関し、第３４条、第３６条又は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又

は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。 

第３９条 第３０条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、２０万円以下の過料に処す

る。 

（以下省略） 
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配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

（平成１３年４月１３日法律第３１号） 

（最終改正：令和元年６月２６日法律第４６号） 

 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の実

現に向けた取組が行われている。 

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であるにもかかわらず、被

害者の救済が必ずしも十分に行われてこなかった。また、配偶者からの暴力の被害者は、多くの場合女

性であり、経済的自立が困難である女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個人の尊厳を害し、男

女平等の実現の妨げとなっている。 

このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図るためには、配偶者からの暴力を防止し、

被害者を保護するための施策を講ずることが必要である。このことは、女性に対する暴力を根絶しよう

と努めている国際社会における取組にも沿うものである。 

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備することにより、配偶

者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。 

 

第１章 総則 

（定義） 

第１条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶者からの身体に対する暴力（身体に対する

不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下同じ。）又はこれに準ずる心身に

有害な影響を及ぼす言動（以下この項及び第２８条の２において「身体に対する暴力等」と総称する。）

をいい、配偶者からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、又はその婚姻が取り消

された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含むものと

する。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

を含み、「離婚」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあった者が、事実上

離婚したと同様の事情に入ることを含むものとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第２条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止するとともに、被害者の自立を支援すること

を含め、その適切な保護を図る責務を有する。 

 

第１章の２ 基本方針及び都道府県基本計画等 

（基本方針） 

第２条の２ 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び厚生労働大臣（以下この条及び次条第５項

において「主務大臣」という。）は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策に関する

基本的な方針（以下この条並びに次条第１項及び第３項において「基本方針」という。）を定めなけれ

ばならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第１項の都道府県基本計画及び同条第３項の市
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町村基本計画の指針となるべきものを定めるものとする。 

⑴ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な事項 

⑵ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の内容に関する事項 

⑶ その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の

長に協議しなければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければなら

ない。 

（都道府県基本計画等） 

第２条の３ 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県における配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「都道府県基本計画」とい

う。）を定めなければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

⑴ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な方針 

⑵ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施内容に関する事項 

⑶ その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、当

該市町村における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な

計画（以下この条において「市町村基本計画」という。）を定めるよう努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画を定め、又は変更したときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又は市町村基本計画の作成のために必

要な助言その他の援助を行うよう努めなければならない。 

 

第２章 配偶者暴力相談支援センター等 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第３条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その他の適切な施設において、当該各施設が

配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たすようにするものとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談支援センター

としての機能を果たすようにするよう努めるものとする。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため、次に掲げる業

務を行うものとする。 

⑴ 被害者に関する各般の問題について、相談に応ずること又は婦人相談員若しくは相談を行う機関 

を紹介すること。 

⑵ 被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心理学的な指導その他の必要な指導を行うこ 

と。 

⑶ 被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては、被害者及びその同伴する家族。次号、第

６号、第５条、第８条の３及び第９条において同じ。）の緊急時における安全の確保及び一時保護

を行うこと。 

⑷ 被害者が自立して生活することを促進するため、就業の促進、住宅の確保、援護等に関する制度 
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の利用等について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行うこと。 

⑸ 第４章に定める保護命令の制度の利用について、情報の提供、助言、関係機関への連絡その他の 

援助を行うこと。 

⑹ 被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その 

他の援助を行うこと。 

４ 前項第３号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に

委託して行うものとする。 

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体との連携に努めるものとする。 

（婦人相談員による相談等） 

第４条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を行うことができる。 

（婦人保護施設における保護） 

第５条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護を行うことができる。 

 

第３章 被害者の保護 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第６条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者からの身体に対する暴力に限る。以下この章

において同じ。）を受けている者を発見した者は、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官

に通報するよう努めなければならない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病

にかかったと認められる者を発見したときは、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通

報することができる。この場合において、その者の意思を尊重するよう努めるものとする。 

３ 刑法（明治４０年法律第４５号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前

２項の規定により通報することを妨げるものと解釈してはならない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病

にかかったと認められる者を発見したときは、その者に対し、配偶者暴力相談支援センター等の利用

について、その有する情報を提供するよう努めなければならない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明等） 

第７条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する通報又は相談を受けた場合には、必要に応じ、

被害者に対し、第３条第３項の規定により配偶者暴力相談支援センターが行う業務の内容について説

明及び助言を行うとともに、必要な保護を受けることを勧奨するものとする。 

（警察官による被害の防止） 

第８条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われていると認めるときは、警察法（昭和２９

年法律第１６２号）、警察官職務執行法（昭和２３年法律第１３６号）その他の法令の定めるところに

より、暴力の制止、被害者の保護その他の配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために必要

な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（警察本部長等の援助） 

第８条の２ 警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察本部の所在地を包括する方面を除く方面につ

いては、方面本部長。第１５条第３項において同じ。）又は警察署長は、配偶者からの暴力を受けてい

る者から、配偶者からの暴力による被害を自ら防止するための援助を受けたい旨の申出があり、その
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申出を相当と認めるときは、当該配偶者からの暴力を受けている者に対し、国家公安委員会規則で定

めるところにより、当該被害を自ら防止するための措置の教示その他配偶者からの暴力による被害の

発生を防止するために必要な援助を行うものとする。 

（福祉事務所による自立支援） 

第８条の３ 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）に定める福祉に関する事務所（次条において「福

祉事務所」という。）は、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）、児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）その他の法令の定めるとこ

ろにより、被害者の自立を支援するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第９条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福祉事務所、児童相談所その他の都道府県又は

市町村の関係機関その他の関係機関は、被害者の保護を行うに当たっては、その適切な保護が行われ

るよう、相互に連携を図りながら協力するよう努めるものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第９条の２ 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員の職務の執行に関して被害者から苦情の申出

を受けたときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるものとする。 

 

第４章 保護命令 

（保護命令） 

第１０条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫（被害者の生命又は身体に

対し害を加える旨を告知してする脅迫をいう。以下この章において同じ。）を受けた者に限る。以下こ

の章において同じ。）が、配偶者からの身体に対する暴力を受けた者である場合にあっては配偶者か

らの更なる身体に対する暴力（配偶者からの身体に対する暴力を受けた後に、被害者が離婚をし、又

はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する

暴力。第１２条第１項第２号において同じ。）により、配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた者で

ある場合にあっては配偶者から受ける身体に対する暴力（配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた

後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から

引き続き受ける身体に対する暴力。同号において同じ。）により、その生命又は身体に重大な危害を受

けるおそれが大きいときは、裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられ

ることを防止するため、当該配偶者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受け

た後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者。

以下この条、同項第３号及び第４号並びに第１８条第１項において同じ。）に対し、次の各号に掲げる

事項を命ずるものとする。ただし、第２号に掲げる事項については、申立ての時において被害者及び

当該配偶者が生活の本拠を共にする場合に限る。 

⑴ 命令の効力が生じた日から起算して６月間、被害者の住居（当該配偶者と共に生活の本拠として 

いる住居を除く。以下この号において同じ。）その他の場所において被害者の身辺につきまとい、又 

は被害者の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないこと。 

⑵ 命令の効力が生じた日から起算して２月間、被害者と共に生活の本拠としている住居から退去す 

ること及び当該住居の付近をはいかいしてはならないこと。 

２ 前項本文に規定する場合において、同項第１号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所

は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者
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に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して６月を経

過する日までの間、被害者に対して次の各号に掲げるいずれの行為もしてはならないことを命ずるも

のとする。 

⑴ 面会を要求すること。 

⑵ その行動を監視していると思わせるような事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

⑶ 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

⑷ 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合を除き、連続して、電話をかけ、ファクシ 

ミリ装置を用いて送信し、若しくは電子メールを送信すること。 

⑸ 緊急やむを得ない場合を除き、午後１０時から午前６時までの間に、電話をかけ、ファクシミリ 

 装置を用いて送信し、又は電子メールを送信すること。 

⑹ 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を催させるような物を送付し、又はその知り 

得る状態に置くこと。 

⑺ その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

⑻ その性的羞しゆう恥心を害する事項を告げ、若しくはその知り得る状態に置き、又はその性的羞 

恥心を害する文書、図画その他の物を送付し、若しくはその知り得る状態に置くこと。 

３ 第１項本文に規定する場合において、被害者がその成年に達しない子（以下この項及び次項並びに

第１２条第１項第３号において単に「子」という。）と同居しているときであって、配偶者が幼年の子

を連れ戻すと疑うに足りる言動を行っていることその他の事情があることから被害者がその同居し

ている子に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため必要があると認める

ときは、第１項第１号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、

その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた

日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して６月を経過する日までの間、当該子の

住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下この項において同じ。）、就学する学

校その他の場所において当該子の身辺につきまとい、又は当該子の住居、就学する学校その他その通

常所在する場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずるものとする。ただし、当該子が１５歳

以上であるときは、その同意がある場合に限る。 

４ 第１項本文に規定する場合において、配偶者が被害者の親族その他被害者と社会生活において密接

な関係を有する者（被害者と同居している子及び配偶者と同居している者を除く。以下この項及び次

項並びに第１２条第１項第４号において「親族等」という。）の住居に押し掛けて著しく粗野又は乱暴

な言動を行っていることその他の事情があることから被害者がその親族等に関して配偶者と面会す

ることを余儀なくされることを防止するため必要があると認めるときは、第１項第１号の規定による

命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えら

れることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の

効力が生じた日から起算して６月を経過する日までの間、当該親族等の住居（当該配偶者と共に生活

の本拠としている住居を除く。以下この項において同じ。）その他の場所において当該親族等の身辺

につきまとい、又は当該親族等の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいしては

ならないことを命ずるものとする。 

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の１５歳未満の子を除く。以下この項において同じ。）の同意

（当該親族等が１５歳未満の者又は成年被後見人である場合にあっては、その法定代理人の同意）が

ある場合に限り、することができる。 



 

● 94 ● 

（管轄裁判所） 

第１１条 前条第１項の規定による命令の申立てに係る事件は、相手方の住所（日本国内に住所がない

とき又は住所が知れないときは居所）の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。 

２ 前条第１項の規定による命令の申立ては、次の各号に掲げる地を管轄する地方裁判所にもすること

ができる。 

⑴ 申立人の住所又は居所の所在地 

⑵ 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫が行われた地 

（保護命令の申立て） 

第１２条 第１０条第１項から第４項までの規定による命令（以下「保護命令」という。）の申立ては、

次に掲げる事項を記載した書面でしなければならない。 

⑴ 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた状況 

⑵ 配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後の配偶 

者から受ける身体に対する暴力により、生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいと認め 

るに足りる申立ての時における事情 

⑶ 第１０条第３項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該同居している子 

に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要があ 

ると認めるに足りる申立ての時における事情 

⑷ 第１０条第４項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該親族等に関して 

配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要があると認め   

るに足りる申立ての時における事情 

⑸ 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対し、前各号に掲げる事項について相談し、 

又は援助若しくは保護を求めた事実の有無及びその事実があるときは、次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第５号イからニまでに掲げる事項の記載がない場合に

は、申立書には、同項第１号から第４号までに掲げる事項についての申立人の供述を記載した書面で

公証人法（明治４１年法律第５３号）第５８条の２第１項の認証を受けたものを添付しなければなら

ない。 

（迅速な裁判） 

第１３条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件については、速やかに裁判をするものとする。 

（保護命令事件の審理の方法） 

第１４条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うことができる審尋の期日を経なければ、これを

発することができない。ただし、その期日を経ることにより保護命令の申立ての目的を達することが

できない事情があるときは、この限りでない。 

２ 申立書に第１２条第１項第５号イからニまでに掲げる事項の記載がある場合には、裁判所は、当該

配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長に対し、申立人が相談し又は援助若しくは保護を

求めた際の状況及びこれに対して執られた措置の内容を記載した書面の提出を求めるものとする。こ

の場合において、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長は、これに速やかに応ずる
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ものとする。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者暴力相談支援センター若しくは所属官署の

長又は申立人から相談を受け、若しくは援助若しくは保護を求められた職員に対し、同項の規定によ

り書面の提出を求めた事項に関して更に説明を求めることができる。 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第１５条 保護命令の申立てについての決定には、理由を付さなければならない。ただし、口頭弁論を

経ないで決定をする場合には、理由の要旨を示せば足りる。 

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日にお

ける言渡しによって、その効力を生ずる。 

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにその旨及びその内容を申立人の住所又は居所

を管轄する警視総監又は道府県警察本部長に通知するものとする。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力相談支援センターの職員に対し相談し、又は

援助若しくは保護を求めた事実があり、かつ、申立書に当該事実に係る第１２条第１項第５号イから

ニまでに掲げる事項の記載があるときは、裁判所書記官は、速やかに、保護命令を発した旨及びその

内容を、当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援センター（当該申立書に名称が記載され

た配偶者暴力相談支援センターが２以上ある場合にあっては、申立人がその職員に対し相談し、又は

援助若しくは保護を求めた日時が最も遅い配偶者暴力相談支援センター）の長に通知するものとする。 

５ 保護命令は、執行力を有しない。 

（即時抗告） 

第１６条 保護命令の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができる。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの原因となることが明らかな事情があることに

つき疎明があったときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、即時抗告についての裁判が効力を生ず

るまでの間、保護命令の効力の停止を命ずることができる。事件の記録が原裁判所に存する間は、原

裁判所も、この処分を命ずることができる。 

４ 前項の規定により第１０条第１項第１号の規定による命令の効力の停止を命ずる場合において、同

条第２項から第４項までの規定による命令が発せられているときは、裁判所は、当該命令の効力の停

止をも命じなければならない。 

５ 前２項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てることができない。 

６ 抗告裁判所が第１０条第１項第１号の規定による命令を取り消す場合において、同条第２項から第

４項までの規定による命令が発せられているときは、抗告裁判所は、当該命令をも取り消さなければ

ならない。 

７ 前条第４項の規定による通知がされている保護命令について、第３項若しくは第４項の規定により

その効力の停止を命じたとき又は抗告裁判所がこれを取り消したときは、裁判所書記官は、速やかに、

その旨及びその内容を当該通知をした配偶者暴力相談支援センターの長に通知するものとする。 

８ 前条第３項の規定は、第３項及び第４項の場合並びに抗告裁判所が保護命令を取り消した場合につ

いて準用する。 

（保護命令の取消し） 

第１７条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の申立てをした者の申立てがあった場合には、当

該保護命令を取り消さなければならない。第１０条第１項第１号又は第２項から第４項までの規定に



 

● 96 ● 

よる命令にあっては同号の規定による命令が効力を生じた日から起算して３月を経過した後におい

て、同条第１項第２号の規定による命令にあっては当該命令が効力を生じた日から起算して２週間を

経過した後において、これらの命令を受けた者が申し立て、当該裁判所がこれらの命令の申立てをし

た者に異議がないことを確認したときも、同様とする。 

２ 前条第６項の規定は、第１０条第１項第１号の規定による命令を発した裁判所が前項の規定により

当該命令を取り消す場合について準用する。 

３ 第１５条第３項及び前条第７項の規定は、前２項の場合について準用する。 

（第１０条第１項第２号の規定による命令の再度の申立て） 

第１８条 第１０条第１項第２号の規定による命令が発せられた後に当該発せられた命令の申立ての

理由となった身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫と同一の事実を理由とする同号の規定によ

る命令の再度の申立てがあったときは、裁判所は、配偶者と共に生活の本拠としている住居から転居

しようとする被害者がその責めに帰することのできない事由により当該発せられた命令の効力が生

ずる日から起算して２月を経過する日までに当該住居からの転居を完了することができないことそ

の他の同号の規定による命令を再度発する必要があると認めるべき事情があるときに限り、当該命令

を発するものとする。ただし、当該命令を発することにより当該配偶者の生活に特に著しい支障を生

ずると認めるときは、当該命令を発しないことができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第１２条の規定の適用については、同条第１項各号列記以外の部

分中「次に掲げる事項」とあるのは「第１号、第２号及び第５号に掲げる事項並びに第１８条第１項

本文の事情」と、同項第５号中「前各号に掲げる事項」とあるのは「第１号及び第２号に掲げる事項

並びに第１８条第１項本文の事情」と、同条第２項中「同項第１号から第４号までに掲げる事項」と

あるのは「同項第１号及び第２号に掲げる事項並びに第１８条第１項本文の事情」とする。 

（事件の記録の閲覧等） 

第１９条 保護命令に関する手続について、当事者は、裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧若しく

は謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の交付を請求することが

できる。ただし、相手方にあっては、保護命令の申立てに関し口頭弁論若しくは相手方を呼び出す審

尋の期日の指定があり、又は相手方に対する保護命令の送達があるまでの間は、この限りでない。 

（法務事務官による宣誓認証） 

第２０条 法務局若しくは地方法務局又はその支局の管轄区域内に公証人がいない場合又は公証人が

その職務を行うことができない場合には、法務大臣は、当該法務局若しくは地方法務局又はその支局

に勤務する法務事務官に第１２条第２項（第１８条第２項の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）の認証を行わせることができる。 

（民事訴訟法の準用） 

第２１条 この法律に特別の定めがある場合を除き、保護命令に関する手続に関しては、その性質に反

しない限り、民事訴訟法（平成８年法律第１０９号）の規定を準用する。 

（最高裁判所規則） 

第２２条 この法律に定めるもののほか、保護命令に関する手続に関し必要な事項は、最高裁判所規則

で定める。 

 

第５章 雑則 

（職務関係者による配慮等） 
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第２３条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、裁判等に職務上関係のある者（次項において

「職務関係者」という。）は、その職務を行うに当たり、被害者の心身の状況、その置かれている環境

等を踏まえ、被害者の国籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重するとともに、その安全の確保及

び秘密の保持に十分な配慮をしなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人権、配偶者からの暴力の特性等に関する理

解を深めるために必要な研修及び啓発を行うものとする。 

（教育及び啓発） 

第２４条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止に関する国民の理解を深めるための教育及

び啓発に努めるものとする。 

（調査研究の推進等） 

第２５条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に資するため、加害者の

更生のための指導の方法、被害者の心身の健康を回復させるための方法等に関する調査研究の推進並

びに被害者の保護に係る人材の養成及び資質の向上に努めるものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第２６条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う

民間の団体に対し、必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（都道府県及び市の支弁） 

第２７条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しなければならない。 

⑴ 第３条第３項の規定に基づき同項に掲げる業務を行う婦人相談所の運営に要する費用（次号に掲 

げる費用を除く。） 

⑵ 第３条第３項第３号の規定に基づき婦人相談所が行う一時保護（同条第４項に規定する厚生労働 

大臣が定める基準を満たす者に委託して行う場合を含む。）に要する費用 

⑶ 第４条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用 

⑷ 第５条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、社会福祉法人その他適当と認める者に委託

して行う場合を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用 

２ 市は、第４条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用を支弁しなけれ

ばならない。 

（国の負担及び補助） 

第２８条 国は、政令の定めるところにより、都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、

同項第１号及び第２号に掲げるものについては、その１０分の５を負担するものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の１０分の５以内を補助することができる。 

⑴ 都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項第３号及び第４号に掲げるもの 

⑵ 市が前条第２項の規定により支弁した費用 

 

第５章の２ 補則 

（この法律の準用） 

第２８条の２ 第２条及び第１章の２から前章までの規定は、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係に

おける共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係にある相手からの暴力（当

該関係にある相手からの身体に対する暴力等をいい、当該関係にある相手からの身体に対する暴力等

を受けた後に、その者が当該関係を解消した場合にあっては、当該関係にあった者から引き続き受け
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る身体に対する暴力等を含む。）及び当該暴力を受けた者について準用する。この場合において、これ

らの規定中「配偶者からの暴力」とあるのは「第２８条の２に規定する関係にある相手からの暴力」

と読み替えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に

掲げる字句に読み替えるものとする。 

第２条 

 

被害者 

 

被害者（第２８条の２に規定する関係にある相 

手からの暴力を受けた者をいう。以下同じ。） 

第６条第１項 

 

配偶者又は配偶者であ 

った者 

同条に規定する関係にある相手又は同条に規 

定する関係にある相手であった者 

第１０条第１項から第 

４項まで、第１１条第 

２項第２号、第１２条 

第１項第１号から第４ 

号まで及び第１８条第 

１項 

配偶者 

 

第２８条の２に規定する関係にある相手 

 

第１０条第１項 

 

離婚をし、又はその婚 

姻が取り消された場合 

第２８条の２に規定する関係を解消した場合 

 

 

第６章 罰則 

第２９条 保護命令（前条において読み替えて準用する第１０条第１項から第４項までの規定によるも

のを含む。次条において同じ。）に違反した者は、１年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処す

る。 

第３０条 第１２条第１項（第１８条第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第２

８条の２において読み替えて準用する第１２条第１項（第２８条の２において準用する第１８条第２

項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により記載すべき事項について虚偽の記載

のある申立書により保護命令の申立てをした者は、１０万円以下の過料に処する。 

（以下省略） 
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羽島市男女共同参画懇話会設置要綱 

平成１４年３月５日 

告示第１９号 

（設置） 

第１条 羽島市における男女共同参画プランの提言と推進に資するため、羽島市男女共同参画懇話会

（以下「懇話会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 懇話会の所掌事項は、次のとおりとする。 

⑴ 男女共同参画プランの提言に関すること。 

⑵ 男女共同参画プランの推進に関すること。 

⑶ 前２号に定めるもののほか、市長が必要と認めること。 

（構成） 

第３条 懇話会は、市長が委嘱する１０人以内の委員をもって構成する。 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任は妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 懇話会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、懇話会を代表し、会務を総括する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 懇話会の会議は、必要に応じて会長が招集する。ただし、委員の委嘱後最初の懇話会は、市長

が招集する。 

２ 会議の議長は、会長とする。 

（関係者の出席） 

第７条 会長は、必要があるときは関係者の出席を求め、意見又は説明を聴くことができる。 

（報償金） 

第８条 委員が会議に出席したときは、１回当たり６，０００円の報償金を支払う。 

（庶務） 

第９条 懇話会の庶務は、企画部市民協働課において行う。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、懇話会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 

附 則 

１ この告示は、平成１４年４月１日から施行する。 

（羽島市男女共同参画推進懇話会設置要綱の廃止） 

２ 羽島市男女共同参画推進懇話会設置要綱（平成１１年羽島市告示第３３号）は、廃止する。 

附 則（平成２５年４月１日告示第７５号） 

この告示は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年２月２６日告示第２７号） 

この告示は、平成２６年４月１日から施行する。  
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羽島市男女共同参画推進会議設置要綱 

平成１１年４月２２日 

訓令甲第６号 

（設置） 

第１条 羽島市における男女共同参画社会の実現に関する施策について、総合的かつ効果的な推進を図

るため、羽島市男女共同参画推進会議（以下「推進会議」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 推進会議の所掌事項は、次の各号に掲げるとおりとする。 

⑴ 男女共同参画プランの策定及び推進に関すること。 

⑵ 男女共同参画プランの策定及び推進における関係部課間の総合的な調整に関すること。 

⑶ 前２号に定めるもののほか、前条の目的を達成するために必要な事項に関すること。 

（組織） 

第３条 推進会議は、会長、副会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は副市長をもって充て、推進会議を総理する。 

３ 副会長は企画部市民協働担当部長をもって充て、会長を補佐するとともに、会長に事故があるとき、

又は欠けたときは、その職務を代理する。 

４ 委員は、別表第１に掲げる職にある者をもって充てる。 

（会議） 

第４条 推進会議は、必要に応じて会長が招集し、会長が議長となる。 

（研究部会） 

第５条 推進会議の所掌事項を円滑に遂行するため、研究部会を置く。 

２ 研究部会は、次の各号に掲げる事務を所掌する。 

⑴ 推進会議に付議する事項に関する企画、調査及び研究に関すること。 

⑵ 推進会議から指示された事項の調査及び研究に関すること。 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、推進会議を補助するために必要な事項に関すること。 

３ 研究部会の部会長は、市民協働課長をもって充て、部会員は別表第２に掲げる職にある者をもって

充てる。ただし、部会長は、必要と認めるときは、同表に掲げる職以外の職にある職員をもって部会

員に充てることができる。 

４ 研究部会は、部会長が招集し、会議を主宰する。 

（専門部会） 

第６条 研究部会は、行政施策専門的事項について調査及び研究を行うため、専門部会を置くことがで

きる。 

２ 専門部会は、会長が指名する職をもって組織する。 

（関係者の出席） 

第７条 会長は、推進会議において要求があったときは、関係職員の出席を求めて意見及び説明を聴き、

又は関係部課の長に対し資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第８条 推進会議の庶務は、企画部市民協働課において行う。 

（委任） 
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第９条 この要綱に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 

附 則 

この要綱は、平成１１年４月２２日から施行する。 

附 則（平成１３年４月１日訓令甲第２号） 

この訓令は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則（平成１５年８月２７日訓令甲第２号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１８年６月１９日訓令甲第１１号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１９年３月３０日訓令甲第４号） 

この訓令は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年４月１日訓令甲第６号） 

この訓令は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月３１日訓令甲第７号） 

この訓令は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月２９日訓令甲第２号） 

この訓令は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月３１日訓令甲第４号） 

この訓令は、令和元年７月１９日から施行する。 

附 則（令和元年７月１９日訓令甲第１号） 
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別表第１（第３条関係）  別表第２（第５条関係） 

市長室長 

総務部長 

企画部長 

市民部長 

環境部長 

健幸福祉部長 

健幸福祉部子育て・健幸担当部長 

産業振興部長 

建設部長 

水道部長 

議会事務局長 

教育長 

教育委員会事務局長 

市民病院事務局長 

市民病院看護部長 

消防長 

 市長室危機管理課長 

総務部総務課長 

総務部新庁舎建設推進課長 

総務部職員課長 

企画部総合政策課長 

企画部財務課長 

市民部市民課長 

市民部保険年金課長 

市民部生活交通安全課長 

健幸福祉部福祉課長 

健幸福祉部高齢福祉課長 

健幸福祉部子育て・健幸課長 

健幸福祉部子育て・ 

健幸課子ども家庭センター所長 

産業振興部商工観光課長 

産業振興部農政課長 

市民病院事務局総務課長 

教育委員会事務局教育総務課長 

教育委員会事務局学校教育課長 

教育委員会事務局生涯学習課長 

教育委員会事務局スポーツ推進課長 

消防本部消防総務課長 

 

  



 

 

 


